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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第98期の従業員数には、平成14年２月１日から平成14年２月28日までの希望退職に応募した430名(平成14年３月31日付で

退職)を含めております。 

３ 第99期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たりましては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 189,671 182,250 173,613 171,984 171,552

経常利益 (百万円) 32,154 31,741 28,539 27,585 27,107

当期純利益 (百万円) 12,484 8,765 17,687 15,902 15,466

純資産額 (百万円) 172,734 178,666 193,216 203,822 218,128

総資産額 (百万円) 269,508 237,721 266,244 269,048 280,813

１株当たり純資産額 (円) 663.59 684.87 775.48 822.43 890.21

１株当たり 
当期純利益金額 

(円) 47.73 33.44 69.06 63.70 62.43

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

(円) 47.40 33.39 69.06 63.68 62.43

自己資本比率 (％) 64.1 75.2 72.6 75.8 77.7

自己資本利益率 (％) 7.8 5.0 9.5 8.0 7.3

株価収益率 (倍) 25.8 27.5 15.1 16.8 20.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 18,969 4,381 28,974 19,805 22,688

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,081 △7,610 1,271 △24,809 △16,826

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,459 △23,686 △13,332 △5,102 △8,486

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 62,080 35,137 51,963 41,941 39,249

従業員数 (人) 4,982 4,554 4,540 4,517 4,512



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第100期の１株当たり配当額14円には、記念配当２円及び特別配当２円を含めております。 

３ 第98期の従業員数には、平成14年２月１日から平成14年２月28日までの希望退職に応募した416名(平成14年３月31日付で

退職)を含めております。 

４ 第99期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあ

たりましては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 182,926 174,575 164,848 164,255 163,604

経常利益 (百万円) 31,123 31,698 28,277 26,890 26,315

当期純利益 (百万円) 12,327 9,226 17,844 16,216 14,922

資本金 (百万円) 44,261 44,261 44,261 44,261 44,261

発行済株式総数 (千株) 267,597 267,597 267,597 267,597 267,597

純資産額 (百万円) 167,840 174,268 189,521 198,466 212,738

総資産額 (百万円) 256,930 227,431 258,668 257,635 273,018

１株当たり純資産額 (円) 644.79 668.04 760.69 800.83 868.23

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) 

(円) 
(円) 

10.00 
(5.00)

10.00
(5.00)

14.00
(7.00)

17.00 
(7.00)

20.00
(10.00)

１株当たり 
当期純利益金額 

(円) 47.13 35.27 69.75 65.02 60.30

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

(円) 46.80 35.22 69.75 65.00 60.30

自己資本比率 (％) 65.3 76.6 73.3 77.0 77.9

自己資本利益率 (％) 7.8 5.4 9.8 8.4 7.3

株価収益率 (倍) 26.1 26.1 15.0 16.4 21.6

配当性向 (％) 21.3 28.4 20.1 26.1 33.2

従業員数 (人) 3,754 3,279 3,247 3,194 2,993



２ 【沿革】 

  

延宝6年 

(1678年) 

田邊屋五兵衛、大阪土佐堀に「たなべや薬」を看板に創業 

大正５年５月 大阪市北区に本庄工場を建設し、各種薬品の国産化体制に乗り出す 

大正14年８月 山口県小野田市に小野田工場を建設し、サリチル酸の生産を開始 

昭和８年12月 個人組織の田邊五兵衛商店を株式会社に改組(資本金415万円) 

昭和14年７月 大阪市淀川区加島に加島工場(現在の大阪工場)を建設 

昭和17年９月 加島工場内に大阪研究所開設 

昭和18年８月 社名を田邊製薬株式会社と改称 

昭和24年５月 当社株式、東京・大阪両証券取引所に上場 

昭和33年５月 本庄工場を閉鎖 

昭和35年１月 埼玉県戸田市に東京工場・東京研究所を建設 

昭和37年９月 台湾に台湾田辺製薬股份有限公司(現・連結子会社)を設立、海外での生産・販売に

乗り出す 

昭和45年１月 アメリカ・カリフォルニア州サンディエゴにタナベＵ.Ｓ.Ａ.社(現・連結子会社)を

設立 

昭和45年７月 インドネシア・バンドンにタナベ・アバディ社(現・連結子会社 平成15年６月から

タナベ インドネシア社に社名変更)を設立 

昭和47年12月 ベルギー・ブリュッセルにタナベ ヨーロッパ社(現・連結子会社)を設立 

昭和62年７月 台湾に台田薬品股份有限公司(現・連結子会社)を設立 

平成２年11月 アメリカ・カリフォルニア州サンディエゴにタナベ リサーチ ラボラトリーズＵ.

Ｓ.Ａ.社(現・連結子会社)を設立 

平成５年10月 中国・天津市に天津田辺製薬有限公司(現・連結子会社)を設立 

平成６年12月 東京工場を閉鎖 

平成９年４月 東京都葛飾区の立石製薬株式会社を吸収合併し、立石工場とする 

平成11年６月 立石工場を閉鎖 

平成12年12月 アメリカ・ニュージャージー州ハッケンサックにタナベ ホールディング アメリ

カ社(現・連結子会社)を設立 

平成14年11月 動物薬事業を大日本製薬株式会社に営業譲渡 

平成15年12月 アメリカ・ニュージャージー州ハッケンサックにタナベ ファーマ デベロップメ

ント アメリカ エルエルシー(現・連結子会社)を設立 

平成17年10月 小野田工場を会社分割し、山口県山陽小野田市に山口田辺製薬株式会社(現・連結子

会社)を設立 



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社および当社の関係会社)は、当社と子会社18社および関連会社７社の合計26社により構成されて

おり、主な事業内容、各関係会社の当該事業に係る位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連の概要(平成18年

３月31日現在)は、次のとおりであります。 

  

[医薬品] 

当セグメントにおいては、医療用医薬品・一般用医薬品・診断薬の製造・販売を行っております。 

関係会社は以下のとおりであります。 

(製造・販売) 

山口田辺製薬㈱、田辺製薬吉城工場㈱、栄研化学㈱、天津田辺製薬有限公司、台湾田辺製薬股份有限公司、タナ

ベ インドネシア社、サンテラボ・タナベ シミイ社 

(販売) 

台田薬品股份有限公司、タナベ ヨーロッパ社、タナベセイヤク シンガポール社、タナベセイヤク マレーシ

ア社 

(研究開発) 

タナベ リサーチ ラボラトリーズＵ.Ｓ.Ａ.社、タナベ ファーマ デベロップメント アメリカ エルエルシ

ー、タナベ エーエーアイ エルエルシー 

(その他) 

㈱田辺アールアンドディー・サービス、タナベ ホールディング アメリカ社 

  

[その他] 

当セグメントにおいては、化成品等の製造・販売および広告宣伝の企画・作成、印刷等を行っております。関係会

社は以下のとおりであります。 

(化成品等製造・販売) 

サンケミカル㈱、タマ化学工業㈱ 

(化成品等販売) 

タナベＵ.Ｓ.Ａ.社、田辺製薬商事㈱ 

(その他) 

田辺総合サービス㈱、エースアート㈱、田辺製薬エンジニアリング㈱、小倉美術印刷㈱、興栄商事㈱ 

  



  連結財務諸表提出会社と関係会社との事業関係は、次のとおりであります。 

  

(平成18年３月31日現在) 

 

  

(注) 栄研化学㈱につきましては、保有株式をすべて退職給付信託に拠出しておりますので持分法は適用しておりません。 

なお、信託契約上、議決権行使の指図権を留保しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
(％) 

関係内容 

(連結子会社)     

山口田辺製薬株式会社 山口県 
山陽小野田市 100 医薬品 100.0

当社から医薬品原料等の供給を受け、当社に医薬品
を供給している。 
役員の兼任５名 

田辺製薬吉城工場株式会社 岐阜県飛騨市 400 医薬品 100.0
当社から医薬品原料等の供給を受け、当社に医薬品
を供給している。 
役員の兼任３名 

田辺製薬商事株式会社 大阪市淀川区 70 その他 100.0
当社の一般用医薬品等を購入し、販売している。 
役員の兼任１名 

田辺総合サービス株式会社 大阪市中央区 69 その他 100.0
(7.2)

当社の不動産の賃貸等を行っている。 
役員の兼任２名 

エースアート株式会社 大阪市中央区 40 その他 100.0
(20.0)

当社の宣伝物の制作を受託している。 
役員の兼任２名、役員専任出向１名 

株式会社田辺アール 
アンドディー・サービス 大阪市淀川区 44 医薬品 100.0

当社の医薬品等の試験検査等を受託している。 
役員の兼任３名、役員専任出向１名 

田辺製薬エンジニアリング 
株式会社 大阪市淀川区 30 その他 100.0

(15.0)
当社の設備エンジニアリングを受託している。 
役員の兼任１名、役員専任出向２名 

天津田辺製薬有限公司 中華人民共和国 
天津市 

千米ドル 
12,000 

  
医薬品 66.7

当社から医薬品原料等の供給を受け、一部医薬品を
当社に供給している。 
役員の兼任３名、役員専任出向２名 

台湾田辺製薬股份有限公司 中華民国台北市 
千台湾元 
90,000 

  
医薬品 65.0

当社から医薬品原料等の供給を受け、当社グループ
に医薬品等を供給している。 
役員の兼任２名、役員専任出向１名 

タナベ リサーチ 
ラボラトリーズ U.S.A.社 

アメリカ 
カリフォルニア
州 

千米ドル 
3,000 

  
医薬品

100.0
(100.0)

当社の医薬品研究を受託している。 
役員の兼任２名 

タナベ U.S.A.社 
アメリカ 
カリフォルニア
州 

千米ドル 
1,400 

  
その他

100.0
(100.0)

当社の化成品等を購入し、販売している。 
役員の兼任２名、役員専任出向１名 

タナベ インドネシア社 インドネシア 
ジャカルタ 

千米ドル 
2,500 

  
医薬品 99.6

当社から医薬品原料等の供給を受け、一部医薬品を
当社に供給している。 
役員の兼任４名、役員専任出向１名 

台田薬品股份有限公司 中華民国台北市 
千台湾元 
20,000 

  
医薬品 65.0

当社グループの医薬品を購入し、販売している。 
役員の兼任２名 

タナベ ヨーロッパ社 ベルギー 
ザベンテン市 

千ユーロ 
260 
  
医薬品 100.0

当社の医薬品・化成品等を購入し、販売している。
役員の兼任１名、役員専任出向１名 

タナベセイヤク 
シンガポール社 シンガポール 

千シンガポール 
・ドル 
400 

医薬品 100.0
当社の医薬品等を購入し、販売している。 
役員の兼任１名 

タナベセイヤク 
マレーシア社 

マレーシア
セランゴール州 

千マレーシア・ 
ドル 
500 

医薬品 100.0
当社の医薬品等を購入し、販売している。 
役員の兼任２名 

タナベ ホールディング 
アメリカ社 

アメリカ 
ニュージャージ
ー州 

米ドル 
165 
  
医薬品 100.0

米国内グループ企業の管理を行っている米国内持株
会社。 
役員の兼任４名 

タナベ ファーマ デベロッ
プメント アメリカ 
エルエルシー 

アメリカ 
ニュージャージ
ー州 

― 医薬品 ―
当社グループの医薬品開発を受託している。 
役員の兼任３名、役員専任出向１名 



  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 上記のうち、特定子会社に該当するものはありません。 

３ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

４ 連結子会社であったサンケミカル株式会社は、株式売却により出資比率が減少したため、当中間連結会計期間末より持分

法適用関連会社としております。 

５ 連結子会社であった株式会社サン総合情報センターは、平成17年10月に保有株式をすべて売却しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

 平成18年３月31日現在、当社および連結子会社の労働組合の状況は、次のとおりであります。 

                   (日本化学エネルギー産業労働組合連合会所属) 

 なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
(％) 

関係内容 

(持分法適用関連会社)     

サンケミカル株式会社 埼玉県八潮市 342 その他 48.3
当社から化成品原料等の供給を受け、当社に化成品
等を供給している。 
役員の兼任２名 

小倉美術印刷株式会社 大阪府八尾市 145 その他 30.8
当社に印刷物を販売している。 
役員の兼任１名 

タマ化学工業株式会社 埼玉県八潮市 126 その他 24.4
当社に化成品等を販売している。 
役員の兼任２名 

興栄商事株式会社 大阪市中央区 10 その他 50.0
当社の損害保険契約の代理業務を行っている。 
役員の兼任１名、役員専任出向１名 

サンテラボ・ 
タナベ シミイ社 

フランス 
パリ 

千ユーロ 

1,600 
  
医薬品 50.0

当社に医薬品原料を販売している。 
役員の兼任４名 

タナベ エーエーアイ 
エルエルシー 

アメリカ 
ノースカロライ
ナ州 

― 医薬品 ― 役員の兼任３名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

医薬品 4,397 

その他 115 

合計 4,512 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

2,993 41.7 20年０ヵ月 7,823,409 

提出会社(国内連結子会社等を含む) 組合員 3,083人

タナベ インドネシア社 組合員 246人

台湾田辺製薬股份有限公司 組合員 56人

天津田辺製薬有限公司 組合員 305人



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の医薬品業界は、医療費抑制策がさらに推し進められる状況の中で、新薬開発力の強化をはじめ

とする事業基盤の強化を図るため、企業間のM&Aが活発になるなど、国内ならびに欧米製薬企業との競合が、研究開

発、生産、営業などあらゆる分野で激化し、引き続き厳しいものとなりました。 

このような経営環境の中、当社グループは、新薬パイプライン充実のための研究開発費を増額する一方、現有製

品の育成と拡大、ならびに研究開発費以外の経費の削減に努めてまいりました。 

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高1,715億52百万円(前連結会計年度比0.3％減)、営業利益275億68百万

円(同0.4％増)、経常利益271億7百万円(同1.7％減)、当期純利益154億66百万円(同2.7％減)となりました。 

・売上高は、医薬品事業は前期比横ばい、その他事業は減収となり、1,715億52百万円(同0.3％減)となりました。 

・営業利益は、研究開発費は増加したものの、売上原価率の改善や研究開発費以外の経費が減少した結果、275億68

百万円(同0.4％増)となりました。なお、経常利益は、たな卸資産廃棄損や固定資産除却損の増加により、271億

７百万円(同1.7％減)となりました。 

・研究開発費は、抗ヒトTNFαモノクローナル抗体製剤「レミケード」、PDEⅣ阻害剤「ロフルミラスト」などの開発

費用が増加したため、前期比9.9％増の305億34百万円となり、売上高に対する比率は17.8％となりました。 

・特別利益には、関係会社株式売却益など５億61百万円、特別損失には、固定資産処分損、ビタミン訴訟関連損失

など20億81百万円を計上した結果、特別損益は15億20百万円の損失となり、当期純利益は154億66百万円(同2.7％

減)となりました。 

１株当たり当期純利益は、62円43銭(同１円27銭減)となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

① 医薬品事業 

当連結会計年度の国内医療用医薬品市場は、ジェネリック医薬品の使用促進策の強化、DPC(包括評価制度)採用

医療機関の拡大など、医療費抑制策の具体化が一層進みました。このような状況下において、当社は「レミケー

ド」を中心に患者さんに役立つ医薬品を提供する使命を果たすため、情報提供の質と量の向上に努めてまいりま

した。 

・売上高は、国内の医療用医薬品および一般用医薬品が減少したものの、海外の医療用医薬品が増加し、1,587億

70百万円と前期比横ばいとなりました。 

・国内医療用医薬品の売上高は、「レミケード」、脊髄小脳変性症治療剤「セレジスト」などが伸長したもの

の、セフェム系抗生物質製剤「モダシン」の販売権移管による売上高減少分などをカバーできず減収となりま

した。 

・海外医療用医薬品の売上高は、ワクチンおよび狭心症・高血圧症治療剤(カルシウム拮抗剤)「ヘルベッサー」

が増加し、増収となりました。 

・一般用医薬品の売上高は、「ナンパオ」、「アスパラドリンク」などが減少し、減収となりました。 

・営業利益は、主に研究開発費の増加により275億74百万円(同2.6％減)となりました。 

② その他事業 

化成品事業の売上高の減少と収益の改善により、当連結会計年度の売上高は127億81百万円(同3.2％減)、営業

損失は６百万円(同８億30百万円減)となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動においては、226億88百万円の資金を得ました。前連結会計年度との比較では、仕入債務の増加と法

人税等の支払額が減少したことなどにより28億82百万円増加しました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動においては、投資有価証券、有価証券などを取得したため168億26百万円の資金を支出しました。 

前連結会計年度は、投資有価証券、有価証券などを取得したため248億９百万円の資金を支出しておりまし

た。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動においては、自己株式取得や配当金支払いなどに84億86百万円の資金を支出しました。 

前連結会計年度は、自己株式取得や配当金支払いなどに51億２百万円の資金を支出しておりました。 

  

以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比較して26億92百

万円減少し、392億49百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと次のとおりとなります。 

  

(注) １ 生産金額は生産数量を正味販売価格により換算したものであります。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと次のとおりとなります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 株式会社クラヤ三星堂は、平成16年10月１日に株式会社メディセオホールディングスに商号を変更しております。 

  なお、株式会社メディセオホールディングスは、平成17年10月１日に株式会社メディセオ・パルタックホールディングス

に商号を変更しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

医薬品 108,385 2.7

その他 1,221 △56.0

合計 109,607 1.2

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

医薬品 158,770 △0.0

その他 12,781 △3.2

合計 171,552 △0.3

相手先 

前連結会計年度 当連結会計年度 

金額
(百万円) 

割合
(％) 

金額
(百万円) 

割合 
(％) 

株式会社スズケン 27,044 15.7 29,869 17.4

東邦薬品株式会社 25,748 15.0 27,555 16.1

株式会社メディセオ・パルタ
ックホールディングス 

― ― 19,682 11.5

株式会社メディセオホールデ
ィングス 

10,376 6.0 ― ―

株式会社クラヤ三星堂 7,768 4.5 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

医薬品業界を取巻く環境は、医療費抑制を目的とした医療制度改革が急激に進展する一方で、外資系企業の攻勢が

強まり、国内製薬企業の合併が進むなど一段と厳しさを増しております。 

このような環境下、当社グループは「中期経営計画03―06」(第100期～第102期／2003年度～2005年度)を策定し、

中核となる医療用医薬品事業に積極的に投資するなど、「競争力の強化」に取り組んでまいりました。その結果、売

上高および営業利益は計画未達成に終わったものの、300億円を上回る研究開発投資を実施し、研究開発基盤の強化や

「レミケード」の製品育成などを通じて、着実に競争力を高めてきております。これらの成果を受け継ぎ、あらたに

中期経営計画「チェンジＴＡＮＡＢＥ 2010」(第103期～第107期／2006年度～2010年度)を策定いたしました。 

中期経営計画の概要は以下の通りです。 

(1) 名称・計画期間 

・ 名  称 ：チェンジTANABE 2010 ―変革への挑戦― 

・ 計画期間 ：５ヵ年(第103期～第107期／2006年度～2010年度) 

(2) 基本方針 

当社グループは、中長期的な構造変化に対応して成長し続けるために、全社を挙げて、医療ニーズに対応した事

業機会・成長機会を徹底的に追求し、自信と誇りに満ちた「新生・田辺製薬」への変革に挑戦いたします。 

(3) 重点課題 

① 自社オリジナル品の研究開発の促進 

研究開発の生産性とスピードを向上させ、全社の重点領域である＜循環・代謝＞、＜免疫・炎症＞、＜泌尿器

＞の３領域を中心に、５年間で12品目以上の新規開発候補品およびPOC(Proof of Concept：当該メカニズムのヒ

トでの有効性と安全性を確認すること)確立済みの自社オリジナル開発品５品目以上の創出を目指します。 

今後５年間、研究開発費は年間300億円程度を確保し、POC確立済みの開発品については、導出や共同開発も視

野に入れ、スピードを重視した開発活動を展開いたします。 

② レミケードのポテンシャルの最大化 

今後の成長の牽引役であるレミケードについては、関節リウマチの用法・用量変更、クローン病・維持療法の

効能追加および新規効能(ベーチェット病、潰瘍性大腸炎、乾癬／乾癬性関節炎、強直性脊椎炎)を早期に承認取

得するとともに、レミケード専任担当者とMRの連携を強化し、情報提供体制を一層充実させ、第107期(2010年度)

の売上高500億円達成に挑戦いたします。 

③ 医療ニーズに対応した事業機会・成長機会への挑戦 

広く医療ニーズに対応した事業機会・成長機会への取り組みとして、予防医療やペイン・コントロールにも注

目し、ワクチンや麻薬にも注力していくほか、稀少疾病用医薬品の導入・開発にも挑戦いたします。また、先発

品と同様に患者さん、医療従事者に安心して使用いただける「タナベ」ブランドのジェネリック医薬品の提供に

挑戦いたします。 

さらに、海外では中国市場における事業機会・成長機会を追求いたします。 

④ 107期(2010年度)数値目標(連結) 

⑤ 利益還元策 

当社は、中長期的な観点で研究開発や営業活動強化のための投資を積極的に実行することにより、企業価値の

増大をはかるとともに、連結業績ならびに株主資本配当率(DOE)などを勘案し、株主の皆さまへの利益還元を安定

的、継続的に充実させていくことを利益配分の基本方針としています。中期的には株主資本配当率(DOE)3.0％を

目標といたします。また、自己株式の取得についても積極的に実施し、配当と合わせ50％以上の利益還元に努め

ます。 
  

売上高 2,000億円

研究開発費 300億円

営業利益 350億円

当期純利益 220億円

株主資本利益率(ROE) 8.5％

株主資本配当率(DOE) 3.0％



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの財政状態および経営成績に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには、主として以下のものがあ

ります。当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防および発生した場合の対処に努め

る方針です。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成18年3月31日)現在において当社グルー

プが判断したものです。 

(1) 新薬の研究開発に関わるリスク 

新薬の研究開発には、長期的な投資と大量の資源投入を伴いますが、新製品または新技術の創造へつながる保証

はありません。研究開発投資が結果として新製品の販売に結びつかない場合には、将来の成長と収益性を低下させ

る可能性があります。現在の新薬のパイプラインについては、今後の治験その他の試験などにより治療効果や安全

性に問題が生じた場合や、利益が見込めないことが判明した場合には、開発を中止することがあります。特に大型

化が期待される新薬の候補品に問題が生じた際には、将来の当社グループの財政状態および経営成績に悪影響が及

ぶ可能性があります。 

(2) 副作用に関わるリスク 

上市後の製品に関し、研究開発段階では予見できなかった副作用の発生や、副作用発現頻度の有意な上昇がおき

ることがあります。これらの事態が発生すると、訴訟の提起、該当製品の販売中止、回収、該当製品の投与対象者

の制限がおきる可能性があります。 

(3) 他社との提携に関わるリスク 

当社グループは、経営資源を有効に活用するため、研究、開発、製造および販売それぞれの事業領域において、

共同研究および共同開発、製品導出、委託製造、受託販売、共同宣伝・共同販売などを推し進めております。今

後、何らかの事情により契約変更および提携解消が発生した場合、当社グループの財政状態および経営成績に悪影

響が及ぶ可能性があります。 

(4) 法的規制に関わるリスク 

医薬品の研究や製造に関しては、品質規制や環境規制が強化される方向にあります。今後これらの規制が新たに

強化された場合には、相応の追加的費用が発生する可能性があり、当社グループの財政状態および経営成績に悪影

響が及ぶ可能性があります。 

(5) 制度・行政に関わるリスク 

国内における医療用医薬品の販売に関しては、医療保険制度の下に位置付けられる公定薬価制度が多大な影響を

及ぼします。また、医療の適正化、機能分化の観点から、医療保険制度の抜本的な改革が進められようとしてお

り、これらの内容によっては、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響が及ぶ可能性があります。 

(6) 競合品に関わるリスク 

当社グループの製品と競合する同種の後続新製品の上市、新規治療法を与える画期的新薬や新技術の登場、ジェ

ネリック医薬品の市場参入や、臨床使用における治療上の位置付けを相対的に変更させる新しいエビデンスの発表

などにより、製品の売上高が減少する可能性があります。 

(7) 製造・安定供給に関わるリスク 

製薬企業はその取り扱う医薬品に関し、市場へ安定的に供給する義務を負っております。そのため、当社グルー

プでは製品在庫や原材料在庫を十分に確保し、需要変動への対応に努めております。しかしながら、当社の責に帰

しない商品・原材料の供給停止や、災害などによる工場の長期にわたる操業停止などにより製品供給に支障が生

じ、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響が及ぶ可能性があります。 

(8) 財務に関わるリスク 

当社グループが保有しております有価証券の市場価格の低下による評価損の計上、海外子会社の業績、輸出入の

外貨建て決済、外貨建ての金融商品などが、為替相場の変動により為替差損を計上する可能性があります。また、

退職給付債務を算定する割引率の見直しにより、退職給付債務が増加する可能性があります。 

  

上記以外にもさまざまなリスクがあり、ここに記載されたものが当社グループのすべてのリスクではありません。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 外国会社からの技術導入契約 

  

  

(2) 外国会社との合弁関係 

  

  

(3) 販売契約(導出) 

  

  

会社名 相手先 国名 技術の内容 対価の支払 契約期間 備考 

当社 

サノフィ・ 

アベンティス社 
フランス 

カルシウム拮抗剤「ヘ

ルベッサー」原末等の

中間体の製造に関する

技術 

一定料率のロイ

ヤルティ 

1990.10～ 

契約特許最終満了

日 

  

セプラコール社 

カイレックス社 
アメリカ 

カルシウム拮抗剤「ヘ

ルベッサー」原末等の

中間体の製造に関する

技術 

契約一時金 

一定料率のロイ

ヤルティ 

1990.10～無期限 

  

会社名 合弁会社名及び所在国 相手先 国名 設立の目的 設立年月 

当社 
サンテラボ・ 

タナベ シミイ社(フランス) 

サノフィ・ 

アベンティス 

パーティシ 

ペーションズ社 

フランス 
カルシウム拮抗剤「ヘルベッ

サー」原末の製造、販売 
1987年６月 

会社名 相手先 国名 契約の内容 契約期間 備考 

当社 
ダイドードリンコ 

株式会社 
日本 

医薬部外品ビタミン含有保健

剤「アスパラドリンクＸ」の

供給、販売 

1999.11～2002.10 

以後１年毎の自動延長中 
  



(4) 販売契約(導入) 

  

  

(5) 会社分割 

当社は、平成17年６月29日開催の第101回定時株主総会の決議に基づき、平成17年10月１日に当社の小野田工場を

会社分割し、「山口田辺製薬株式会社」を設立いたしました。 

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 注記事項(重要な後発事象)」(前事業年度)に記載

のとおりであります。 

なお、分割した資産、負債の項目及び金額は次のとおりであります。 

  

会社名 相手先 国名 契約の内容 契約期間 備考 

当社 

ファイザー株式会社 日本 
脳循環・代謝改善剤「サアミ

オン」の製造、販売 

1984.3～2008.12 

以後１年毎の自動延長 
  

栄研化学株式会社 日本 体内診断薬の販売 
1990.1～1995.1 

以後自動延長中 
  

ノバルティスファーマ 

株式会社 
日本 

HMG-CoA還元酵素阻害剤「ロー

コール」の開発、販売 

1993.6～2012.9 

以後１年毎の自動延長 
  

シエーリング 

AG 
ドイツ 

非イオン性尿路・血管造影剤

「プロスコープ」の販売 

1996.1～2010.2 

以後１年毎の自動延長 
  

財団法人 

阪大微生物病研究会 
日本 人体用ワクチンの販売 2005.10～2008.10   

宇部興産株式会社 日本 
抗アレルギー剤「タリオン」

の製造、販売 

2000.3～ 

特許期間満了または発売

日(2000.10)から10年間

のいずれか遅い方まで 

以後１年毎の自動延長 

  

セントコア社 アメリカ 
抗ヒトTNFαモノクローナル抗
体製剤「レミケード」の販売 

1993.11～ 

当社が販売する間 
  

流動資産 8,446百万円

固定資産 10,335百万円

固定負債 250百万円



６ 【研究開発活動】 

(医薬品事業) 

当社グループは、継続的な新薬の上市が難しくなる中で長期的に成長していくために、医療ニーズに合致した新製

品のラインナップの充実に向けて、研究開発の質・スピードの向上をはかっております。 

当連結会計年度における主な新製品開発状況は、以下のとおりです。 

平成18年５月11日現在 

  

治験コード 
(製品名) 一般名 薬剤分類 

(予想適応症など) 
開発ステージ

オリジン 開発 
日本 欧米

TA-650 
(レミケード) 

インフリキシマブ 
(遺伝子組換え) 

抗ヒトTNFαモノクローナル抗体製
剤 
(ベーチェット病における眼症
状：効能追加) 

申請中
平成15年７月 

米:セントコ
ア社 自社 

CN-801 
(モディオダー
ル) 

モダフィニル 精神神経用剤 
(ナルコレプシー) 

申請中
平成17年３月 

米:セファロ
ン社 

アルフレッサ フ
ァーマ 

TAU-284 
(タリオン) ベポタスチン 抗アレルギー剤 

(口腔内崩壊錠：剤型追加) 
申請中
平成18年３月 宇部興産 自社 

TA-4708 
(メインテート) ビソプロロール 

選択的β1遮断剤 

(慢性心不全：効能追加) 
申請中
平成18年４月 独:メルク社 自社 

TA-2711E 
(ガストローム) エカベト 

消化管粘膜保護剤 
(潰瘍性大腸炎：効能・剤型追加) フェーズⅢ フェーズⅡ 自社

日本：自社 
米：タナベエー
エーアイ社 

TA-650 
(レミケード) 

インフリキシマブ 
(遺伝子組換え) 

抗ヒトTNFαモノクローナル抗体製
剤 
(クローン病・維持治療：効能追
加) 

フェーズⅢ
米:セントコ
ア社 自社 

TA-650 
(レミケード) 

インフリキシマブ 
(遺伝子組換え) 

抗ヒトTNFαモノクローナル抗体製
剤 
(関節リウマチ：用法・用量の変
更) 

フェーズⅢ
米:セントコ
ア社 自社 

APTA-2217 ロフルミラスト PDEIV阻害剤 
(喘息) フェーズⅡ/Ⅲ

独:アルタナ
ファーマ社 

独:アルタナフ
ァーマ社との共
同開発 

APTA-2217 ロフルミラスト PDEIV阻害剤 
(COPD) フェーズⅡ/Ⅲ

独:アルタナ
ファーマ社 

独:アルタナフ
ァーマ社との共
同開発 

TA-8317 フェンタニル口腔
粘膜吸収製剤 

麻薬性鎮痛剤 
(癌性突出痛) フェーズⅡ

米:セファロ
ン社 自社 

TA-1790 アバナフィル PDEV阻害剤 
(勃起不全) フェーズⅡ 自社

米:ヴィーヴァス
社 

TA-2005 カルモテロール 長時間作用性β
2
刺激剤 

(喘息、COPD) フェーズⅡ 自社 伊:キエージー社

TA-6666   DPPIV阻害剤 
(糖尿病) フェーズⅡ 自社 自社 

T-0047   
細胞接着阻害剤［α

4
β
7/α4β1阻害

剤］ 
(多発性硬化症、炎症性腸疾患等) 

フェーズⅡ 自社
英:グラクソ・ス
ミスクライン社 

T-0128   

I型DNAトポイソメラーゼ阻害剤
(DDS製剤：カンプトテシン誘導
体) 
(悪性腫瘍) 

フェーズI 自社 伊:メナリーニ社

TA-5538   NK-1拮抗剤 
(過活動膀胱等) フェーズI 自社 自社 

TA-1702   BKチャネル開口剤 
(過活動膀胱等) フェーズI 自社

英:グラクソ・ス
ミスクライン社 



・本年３月に、抗アレルギー剤「タリオン」の剤型追加として、口腔内崩壊錠を申請しました。 

・現在申請中の精神神経用剤「モディオダール」について、本年３月にアルフレッサ ファーマ株式会社と共同販売お

よび適応症拡大に関する共同開発契約を締結しました。 

・フェーズⅢ試験段階では、「レミケード」の関節リウマチの用法・用量の変更に向けた試験を昨年９月に開始しま

した。 

・フェーズⅡ試験段階では、糖尿病の治療薬として期待されるDPPⅣ阻害剤(TA-6666)の試験を昨年7月から米国で開始

しました。 

・海外の導出先で開発段階に進捗のあった品目としては、グラクソ・スミスクライン社(英)が、過活動膀胱の治療薬

として米国で開発中のBKチャネル開口剤(TA-1702)のフェーズⅠ試験を昨年10月から開始しました。 

・多発性硬化症・炎症性腸疾患で開発中の細胞接着阻害剤(T-0047)は、導出先の英グラクソ・スミスクライン社が欧

米でフェーズⅡ試験を進めていましたが、米国食品医薬品局が予防的な手段として、α４インテグリン拮抗剤群の臨

床試験を中断するとの判断を下したため、昨年３月から開発を中断しています。 

  

また、本年４月には、選択的β
1遮断剤「メインテート」について、慢性心不全の効能追加の申請を行いました。

 

  

当社は、自社オリジナル開発品のPOCの迅速な確立に重点を置いた研究開発を継続しつつ、今後の成長の牽引役であ

る「レミケード」の製品力の最大化をはかっていきます。 

当連結会計年度の研究開発費は、前連結会計年度比9.9％増の305億34百万円となり、売上高に対する比率は17.8％

となりました。 

  

(その他事業) 

特に記載すべき事項はありません。 

なお、その他事業における研究開発費については小額のため、医薬品事業に含めております。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(財政状態) 

(1) 資産、負債及び資本 

・当連結会計年度末の総資産は、2,808億13百万円となり、前連結会計年度末に比べて117億64百万円増加しまし

た。 

・流動資産は、前連結会計年度末に比べて16億47百万円減少し1,272億52百万円となりました。また、固定資産は、

前連結会計年度末に比べて134億12百万円増加し1,535億61百万円となりました。これは、投資有価証券などの固

定資産を取得したことと、投資有価証券の時価評価にともなう増加によるものです。 

・負債は、未払金、未払法人税等の減少により、前連結会計年度末に比べて22億11百万円減少し614億54百万円とな

りました。 

・資本につきましては、昨年12月に293万株(取得価額33億57百万円)の自己株式を取得しましたが、利益剰余金とそ

の他有価証券評価差額金の増加により、前連結会計年度末に比べて143億６百万円増加し、2,181億28百万円とな

りました。この結果、株主資本比率は77.7％と前連結会計年度末に比べて1.9ポイント増加しました。なお、この

自己株式取得は、定款の定めに基づく取締役会決議によるものです。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 １［業績等の概要］(2)キャッシュ・フローの

状況」に記載のとおりであります。 

  

(経営成績) 

経営成績につきましては、「第２ 事業の状況 １［業績等の概要］(1)業績」に記載のとおりであります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社および連結子会社は、研究開発力強化のための設備投資ならびに品質の向上、製品原価の低減を目的とした生

産設備の増強合理化投資を継続的に実施しており、当連結会計年度の設備投資額は、41億56百万円であります。 

なお、設備投資額については、生産設備など医薬品事業およびその他事業で共用設備が多く、事業の種類別セグメ

ントは区分しておりません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社および連結子会社における主要な設備は以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 
平成18年３月31日現在 

(注) １ 大阪市淀川区所在の研究所の土地は、大阪工場に含まれております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 国内子会社 
平成18年３月31日現在 

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 在外子会社 
平成17年12月31日現在 

(注) 土地、建物等は連結子会社のタナベ リサーチ ラボラトリーズ U.S.A.社に賃貸しております。 
  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人) 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

工具、器具 
及び備品 合計 

加島事業所(大阪工場) 
(大阪市淀川区) 

医薬品 
その他 生産設備 3,317 1,976

767
(89.9)

163 6,224 159

加島事業所(研究所) 
(大阪市淀川区)(注)１ 医薬品 研究設備 2,701 594

―
(―)

794 4,090 316

戸田事業所(研究所) 
(埼玉県戸田市) 医薬品 研究設備 5,830 207

791
(30.2)

1,208 8,038 279

本社 
(大阪市中央区) 

医薬品 
その他 その他設備 1,855 42

3,402
(3.4)

156 5,457 597

東京事業所 
(東京都千代田区) 

医薬品 
その他 その他設備 747 ―

924
(1.7)

21 1,693 260

会社名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人) 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

工具、器具 
及び備品 合計 

山口田辺製薬株式会社 
(山口県山陽小野田市) 

医薬品 
その他 生産設備 5,310 2,945

960
(307.1)

222 9,438 228

会社名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(人) 

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬具 

土地
(面積千㎡) 

工具、器具 
及び備品 合計 

タナベホールディング 
アメリカ社 
(アメリカ 
ニュージャージー州) 

医薬品 研究設備 643 ―
283
(41.8)

1 928 5



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当社および連結子会社の当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等に係る投資予定額は、76億66

百万円であります。所要資金は、主に自己資金でまかなう予定であります。 

  

① 提出会社 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

② 国内子会社 

  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

事業所名 
(所在地) 

事業種類別
セグメント 
の名称 

設備の内容

投資予定額(百万円)
資金調達
方法 

着手年月 
完了予定
年月 

総額 既支払額

加島事業所 
(研究所) 
(大阪市淀川区) 

医薬品 研究設備の増強 949 ― 自己資金
平成18年 
４月 

平成19年
３月 

戸田事業所 
(研究所) 
(埼玉県戸田市) 

医薬品 研究設備の増強 723 ― 自己資金
平成18年 
４月 

平成19年
３月 

本社 
(大阪市中央区) 

医薬品 
その他 

情報システムの
新設・増強 

883 ― 自己資金
平成18年 
４月 

平成19年
３月 

会社名 
(所在地) 

事業種類別
セグメント 
の名称 

設備の内容

投資予定額(百万円)
資金調達
方法 

着手年月 
完了予定
年月 

総額 既支払額

山口田辺製薬株式会社 
(山口県山陽小野田市) 

医薬品 
その他 

生産設備の増強 3,847 ― 自己資金
平成18年 
４月 

平成19年
３月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 267,597,847 267,597,847
大阪・東京
(以上市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 267,597,847 267,597,847 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 転換社債の転換による増加であります。 

２ 平成12年２月３日に発行いたしました120％コールオプション条項付第８回無担保転換社債ならびに120％コールオプショ

ン条項付第９回無担保転換社債につきましては、平成13年４月10日に120％コールオプション条項の要件を満たし、繰上

げ償還を行う権利が当社に生じ、当該権利を行使いたしました。平成13年５月30日現在で未転換の第８回、第９回無担保

転換社債それぞれ２百万円、１百万円は、平成13年５月31日付で償還いたしました。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式22,603,030株は「個人その他」に22,603単元及び「単元未満株式の状況」に30株を含めて記載しております。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が５単元含まれております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年４月１日～ 
平成14年３月31日 

(注)１,２ 
25,515,884 267,597,847 9,951 44,261 9,925 48,036

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 95 36 261 304 4 11,859 12,559 ―

所有株式数 
(単元) 

― 99,881 3,497 24,940 83,079 5 55,073 266,475 1,122,847

所有株式数 
の割合(％) 

― 37.48 1.31 9.36 31.18 0.00 20.67 100 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上記の持株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２ 上記には含まれておりませんが、当社は、自己株式22,603千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合8.45％)を保有

しております。なお、当該株式は、旧商法第241条第２項の規定により議決権を有しておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 18,488 6.91

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 15,875 5.93

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－11 15,220 5.69

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 12,089 4.52

ニプロ株式会社 大阪市北区本庄西３丁目９－３ 8,030 3.00

ザチェースマンハッタンバンク
エヌエイロンドンエスエルオム
ニバスアカウント(常任代理人 
株式会社みずほコーポレート銀
行兜町証券決済業務室) 

Woolgate House. Coleman Street
London EC2P 2HD. England 
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

7,916 2.96

メロンバンクエヌエーアズエー
ジエントフォーイッツクライア
ントメロンオムニバスユーエス
ペンション(常任代理人 香港
上海銀行東京支店) 

One Boston Place Boston. MA 02108
(東京都中央区日本橋３丁目11－１) 

5,305 1.98

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 5,218 1.95

資産管理サービス信託銀行 
株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－12 4,471 1.67

株式会社みずほコーポレート銀
行 

東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 4,333 1.62

計 ― 96,948 36.23

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 18,488千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 15,220千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 4,471千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権５個)含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個は含まれておりません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、小倉美術印刷株式会社所有の相互保有株式330株および当社所有の自己株式30株が

含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 

22,603,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

(相互保有株式) 
普通株式 

45,000 
― 同上 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

243,827,000 
243,822 同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,122,847 
― 同上 

発行済株式総数 267,597,847 ― ― 

総株主の議決権 ― 243,822 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)   

田辺製薬株式会社 
大阪市中央区道修町 
三丁目２番10号 

22,603,000 ― 22,603,000 8.45

(相互保有株式)   

小倉美術印刷株式会社 
大阪府八尾市若林町 
２丁目115 

45,000 ― 45,000 0.02

計 ― 22,648,000 ― 22,648,000 8.46



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
  

  

イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年６月27日現在 

  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

  

ホ 【自己株式の保有状況】 

平成18年６月27日現在 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

【株式の種類】 普通株式 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年12月19日決議) 

3,000,000 4,000,000,000 

前決議期間における取得自己株式 2,930,000 3,357,780,000 

残存授権株式数及び価額の総額 70,000 642,220,000 

未行使割合(％) 2.3 16.1 

区分 株式数(株)

保有自己株式数 21,964,000 



３ 【配当政策】 

当社は、中長期的な観点で研究開発や営業活動強化のための投資を積極的に実行することにより、企業価値の増大

を図るとともに、連結業績ならびに株主資本配当率(DOE)などを勘案し、株主の皆さまへの利益還元を安定的、継続的

に充実させていくことを利益配分の基本方針としております。 

当期末の配当金につきましては、上記基本方針に基づき、１株当たり10円とし、１株当たり中間配当金10円と合わ

せて、年間配当金は20円とさせていただきました。この結果、配当性向は33.2％、株主資本配当率(DOE)は2.3％とな

りました。 

内部留保金は、研究開発、生産設備などの資金需要に備える所存であります。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月７日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 1,351 1,230 1,068 1,253 1,430

最低(円) 915 792 771 885 1,094

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,200 1,165 1,201 1,430 1,344 1,375

最低(円) 1,094 1,094 1,116 1,150 1,220 1,260



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(千株) 

代表取締役 
社長 
兼 

社長執行役員 

  葉 山 夏 樹 昭和14年６月28日生

昭和37年４月 入社

32

平成５年10月 営業企画センター所長

平成８年６月 取締役に就任

平成９年４月 営業管掌

平成10年６月 常務取締役に就任

平成11年４月 営業総括

平成11年６月 専務取締役に就任

平成13年６月 代表取締役副社長に就任

平成14年６月 代表取締役社長に就任(現任) 
平成17年６月 社長執行役員に就任(現任) 

代表取締役 
専務執行役員 

研究本部長 土 屋 裕 弘 昭和22年７月12日生

昭和51年４月 入社

14

平成７年10月 社長室経営企画部長

平成11年４月 執行役員に就任

平成12年６月 経営企画部長

平成13年６月 取締役に就任

平成15年４月 研究本部長(現任)

平成15年６月 常務取締役に就任

平成17年６月 取締役常務執行役員に就任 
平成18年６月 代表取締役専務執行役員に就任

(現任) 

取締役 
常務執行役員 

内部統制担当 小 網 和 秀 昭和18年９月３日生

平成６年７月 入社

22

平成８年10月 人事部長

平成11年６月 取締役に就任

平成14年４月 人事・総務担当

平成15年６月 常務取締役に就任

平成17年６月 取締役常務執行役員(内部統制担

当)に就任(現任) 

取締役 
常務執行役員 

経営企画部長 中 尾 明 夫 昭和22年６月17日生

昭和51年４月 入社

22

平成７年４月 生産技術センター製薬技術部長 
平成11年４月 執行役員に就任

平成11年４月 生産企画センター所長

平成12年４月 生産統括部長

平成13年６月 取締役に就任

平成14年４月 生産本部長

平成15年４月 経営企画部長(現任)

平成15年６月 常務取締役に就任

平成17年６月 取締役常務執行役員に就任(現任) 

取締役 
常務執行役員 

医薬営業本部長 江 藤   晃 昭和21年７月５日生

昭和45年４月 入社

13

平成11年４月 執行役員

平成11年４月 医薬事業本部副事業本部長 
平成12年４月 東海支店長

平成14年４月 東京第一支店長

平成15年４月 医薬営業本部長(現任)

平成15年６月 取締役に就任

平成16年６月 常務取締役に就任

平成17年６月 取締役常務執行役員に就任(現任) 

取締役 
執行役員 

信頼性 
保証本部長 

永 繁 晶 二 昭和24年１月22日生

昭和47年４月 入社

10

平成14年４月 医薬情報センター所長

平成15年４月 執行役員

平成15年４月 信頼性保証本部長(現任)

平成15年６月 取締役に就任

平成17年６月 取締役執行役員に就任(現任) 

取締役 
執行役員 

渉外担当兼 
開発本部長 

柳 澤 憲 一 昭和25年６月２日生

昭和48年４月 入社

11

平成13年４月 執行役員

平成13年４月 製品開発センター所長

平成15年４月 開発本部長(現任)

平成15年６月 取締役に就任

平成17年６月 取締役執行役員に就任(現任) 
平成17年10月 渉外担当(現任)



  

(注) １ 監査役家近正直および宇野郁夫は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

２ 当社では、上記取締役のほか、以下の９名を執行役員に任命しております。 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常任監査役 
  
常勤 

  畑 中   進 昭和15年１月４日生

昭和37年４月 入社 

39

平成５年４月 総務統括部長 

平成７年６月 取締役に就任 

平成10年６月 管理本部長 

平成11年６月 常務取締役に就任 

平成12年６月 管理部門・環境担当 

平成13年６月 専務取締役に就任 

平成15年６月 常任監査役に就任(現任) 

常任監査役 
  
常勤 

  松 本   宏 昭和22年６月24日生

昭和47年４月 入社 

19

平成11年４月 製品開発センター副所長 

平成12年４月 執行役員に就任 

平成12年４月 製品開発センター所長 

平成13年４月 研究開発本部副本部長 

平成13年６月 取締役に就任 

平成13年６月 研究開発本部長 

平成15年４月 製品戦略部長 

平成15年６月 常務取締役に就任 

平成17年６月 常任監査役に就任(現任) 
監査役 
  

非常勤 
  家 近 正 直 昭和８年７月18日生

昭和37年４月 弁護士登録(大阪弁護士会)(現任) 
―

平成６年６月 当社監査役に就任(現任) 

監査役 
  

非常勤 
  宇 野 郁 夫 昭和10年１月４日生

昭和34年３月 日本生命保険相互会社入社 

―

昭和61年７月 同社取締役に就任 

平成元年３月 同社常務取締役に就任 

平成４年３月 同社専務取締役に就任 

平成６年３月 同社代表取締役副社長に就任 

平成６年６月 当社監査役に就任(現任) 

平成９年４月 日本生命保険相互会社代表取締役

社長に就任 

平成17年４月 日本生命保険相互会社代表取締役

会長に就任(現任) 

計 182

執行役員 (総務人事部長) 尾﨑 建一

執行役員 (研究企画部長) 遠藤 俊夫

執行役員 
(医薬営業本部副本部長兼 

 東京第一支店長) 
重内 利明

執行役員 (生産本部長) 沼波 憲一

執行役員 
(研究本部副本部長兼 

 薬物動態研究所長) 
石塚  徹

執行役員 (医薬化学研究所長) 大水  博

執行役員 (財務経理部長) 浜岡 純治

執行役員 (大阪支店長) 岡田 文俊

執行役員 
(医薬営業本部副本部長兼 

 製品育成部長) 
村上 誠一



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は「医薬品およびその周辺事業を通じ、健康で豊かなくらしを願う世界の人々に貢献する」との経営理念を掲

げ、医療ニーズに合致した医薬品の提供を通して、社会に貢献するとともに企業価値を向上させることに努めており

ます。この企業目的を継続的に達成していくためには、経営の透明性と健全性の確保が重要であると認識し、経営へ

のチェック機能の強化や企業倫理の遵守を実践し、当社のステークホルダーの信頼を高めることをコーポレート・ガ

バナンスに関する基本的な考え方としております。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等 

当社は監査役設置会社であり、株主総会、取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会、会計監査人を置いてお

ります。 

  

(経営体制) 

取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築するため、取締役の任期を１

年にしております。また、取締役会は現在、取締役７名で構成されており、月１回の定例取締役会のほか、必要に

応じ機動的に臨時取締役会を開催し、法令、定款および取締役会規則で定められた事項や経営に関する重要事項を

審議・決定するとともに、業務執行の状況を監督しております。なお、経営体制、取締役の報酬、利益還元方針な

どに関しては、代表取締役社長が指名する取締役で構成するガバナンス会議で事前協議を行うほか、取締役の報酬

および取締役候補者の選定などに関しては、代表取締役と２名の社外有識者からなる経営諮問委員会に諮問した上

で、代表取締役社長が取締役会に議案を上程しております。 

また、執行役員制度を導入しており、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能の区分を明確にしています。社

長執行役員、専務執行役員、常務執行役員および社長執行役員が指名する執行役員から構成される経営執行会議を

設置し、経営全般の業務執行に関する重要事項を協議しております。なお、業務執行を担う取締役は執行役員を兼

務しております。 

  

(監査体制) 

監査役は、取締役会などの重要会議に出席しているほか、取締役、内部監査部門などからその職務執行状況の聴

取、重要な決裁書類などの閲覧、主要な事業所や子会社の業務および財産の状況(法令等遵守体制およびリスク管理

体制等の内部統制システムを含む)の調査により、取締役の職務の執行を監査しております。また、会計監査人の監

査計画、監査実施状況、監査結果に関して期首、中間期、期末に定期的に情報提供および意見交換を行っており、

必要に応じて、会計監査人の監査および監査講評に立ち会うほか、監査経過の状況について適宜報告を受けており

ます。監査役の職務を補助すべき使用人として、監査役室を設置しており、監査役専任スタッフ２名を配置して監

査役監査の充実に努めております。 

監査役会は監査役４名(うち社外監査役２名)で構成しており、監査役の監査状況、会計監査人の監査報告、取締

役などの職務執行の報告を受けております。なお、２名の社外監査役は、社外からの経営監視機能も果たしており

ます。 



なお、内部監査については、執行部門から独立した監査部を置き、各業務部門における内部統制状況に関する監

査を行っております。なお、監査部の人員は９名であります。 

会計監査人にはあずさ監査法人を選任し、正確な経営情報を開示するなど適正な監査が実施される環境を提供し

ております。なお、当社の会計監査業務を担当する公認会計士は、牧美喜男、西尾方宏および新井一雄でありま

す。また、会計監査業務に係わる補助者は、公認会計士５名、会計士補２名となっております。 

  

コーポレート・ガバナンス体制図 

 
  

(社外監査役との関係) 

当社の社外監査役である宇野郁夫は、当社の取締役およびその他の監査役との人的関係を有さず、当社との間に

利害関係はありません。また、日本生命保険相互会社代表取締役会長であり、同社と当社および当社グループ会社

との間において、保険取引をはじめとする定常的かつ一般的な取引を行っております。 

もう一人の社外監査役である弁護士の家近正直は、当社の取締役およびその他の監査役との人的関係を有さず、

当社との間に利害関係はありません。 

  

(内部統制システムの整備状況) 

昨年６月から内部統制担当役員(取締役常務執行役員)を置き、内部統制を強化してまいりました。 

本年５月１日に会社法が施行され、５月11日の取締役で「内部統制システム整備の基本方針」に関する決議を行

いました。 

  



(2) コンプライアンス及びリスク管理体制 

取締役は、企業活動の健全性を確保するため役員、社員が守るべき行動のあり方を定めた当社「行動規範」に基

づき、自ら率先して法令・定款を遵守するとともに、全社的なコンプライアンス体制を構築しております。また、

倫理・法務委員会を設置し、社内に確固たる遵法精神と高い倫理観の確立を図り、コンプライアンス推進部を設置

し、「行動規範」の教育・浸透ならびにコンプライアンス体制の整備・充実を図っております。法令違反その他の

コンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、内部通報制度を整備し、別途定める規程に基づき

運用を行っております。情報管理基本規程に基づき、情報の適切な管理および会社情報の適時・適切な開示を行っ

ております。 

リスク管理体制については、危機管理規程に従い、事業の推進に伴うリスクの所在・種類などを把握し、それぞ

れの担当部署にて必要な対応を行っております。また、リスクに組織横断的に対応するため、危機管理委員会を設

置してリスクの軽減を図っております。さらに、リスクが現実化し重大な損害の発生が予測される場合には、危機

管理規程に定めた体制により対応いたします。 

  

(3) 役員報酬及び監査報酬 

役員報酬、取締役賞与および役員退職慰労金について、成果責任および業績との連動性を高めた算定方式を採用

しております。 

当連結会計年度における取締役および監査役に対する報酬は、それぞれ２億11百万円、71百万円となっておりま

す。また、あずさ監査法人と締結した公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報

酬は37百万円となっております。なお、上記以外の業務に基づく報酬はありません。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書きによ

り、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、

改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あ

ずさ監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  41,413 35,797  

 ２ 受取手形及び売掛金  56,158 54,102  

 ３ 有価証券  5,008 11,139  

 ４ たな卸資産  20,561 20,768  

 ５ 繰延税金資産  4,247 3,641  

 ６ その他  1,549 1,868  

   貸倒引当金  △39 △64  

   流動資産合計  128,899 47.9 127,252 45.3

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産 ※１     

  (1) 建物及び構築物 ※３  24,680 23,040  

  (2) 機械装置及び運搬具 ※３  8,058 6,728  

  (3) 工具、器具及び備品  3,321 2,869  

  (4) 土地 ※３  14,188 12,816  

  (5) 建設仮勘定  723 1,202  

   有形固定資産合計  50,971 19.0 46,657 16.6

 ２ 無形固定資産     

  (1) 商標権  848 474  

  (2) ソフトウェア  3,755 2,488  

  (3) 連結調整勘定  143 160  

  (4) その他  193 188  

   無形固定資産合計  4,940 1.8 3,311 1.2

 ３ 投資その他の資産     

  (1) 投資有価証券 ※２  56,853 76,650  

  (2) 長期貸付金  602 1,106  

  (3) 長期前払費用  525 517  

  (4) 繰延税金資産  464 480  

  (5) 前払年金費用  20,534 19,920  

  (6) 長期性預金  3,000 3,000  

  (7) その他  2,310 1,969  

    貸倒引当金  △54 △52  

   投資その他の資産合計  84,236 31.3 103,591 36.9

   固定資産合計  140,148 52.1 153,561 54.7

   資産合計  269,048 100.0 280,813 100.0

      



  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形及び買掛金  12,643 14,886  

 ２ 短期借入金  935 541  

 ３ １年以内に返済予定 
   の長期借入金 

※３  197 30  

 ４ 未払金  9,915 6,841  

 ５ 未払法人税等  6,973 5,751  

 ６ 未払消費税等  970 118  

 ７ 賞与引当金  4,369 4,234  

 ８ 返品調整引当金  314 305  

 ９ 売上割戻引当金  361 374  

 10 その他  869 885  

   流動負債合計  37,549 13.9 33,970 12.1

Ⅱ 固定負債     

 １ 長期借入金 ※３  563 121  

 ２ 繰延税金負債  4,885 9,636  

 ３ 退職給付引当金  13,940 11,715  

 ４ 役員退職慰労引当金  302 297  

 ５ スモン訴訟健康管理 
   手当等引当金 

 6,070 5,579  

 ６ その他  353 134  

   固定負債合計  26,116 9.7 27,484 9.8

   負債合計  63,666 23.6 61,454 21.9

(少数株主持分)     

  少数株主持分  1,560 0.6 1,229 0.4

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※６  44,261 16.5 44,261 15.8

Ⅱ 資本剰余金  48,126 17.9 48,134 17.1

Ⅲ 利益剰余金  118,393 44.0 128,844 45.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金  13,441 5.0 19,861 7.1

Ⅴ 為替換算調整勘定  △1,461 △0.6 △779 △0.3

Ⅵ 自己株式 ※７  △18,939 △7.0 △22,193 △7.9

   資本合計  203,822 75.8 218,128 77.7

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計 

 269,048 100.0 280,813 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  171,984 100.0 171,552 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1,2  63,609 37.0 61,935 36.1

   返品調整引当金戻入額  ― 9  

   返品調整引当金繰入額  37 ―  

   売上総利益  108,338 63.0 109,625 63.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２     

 １ 広告宣伝費 1,971 1,916    

 ２ 販売諸費 6,736 6,177    

 ３ 給料賃金 11,079 10,982    

 ４ 賞与引当金繰入額 2,683 2,310    

 ５ 賞与手当等 3,675 3,745    

 ６ 退職給付引当金繰入額 1,853 2,040    

 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額 

128 59    

 ８ 減価償却費 2,416 2,296    

 ９ 研究開発費 27,789 30,534    

 10 連結調整勘定償却額 44 55    

 11 その他 22,492 80,870 47.0 21,939 82,057 47.8

   営業利益  27,467 16.0 27,568 16.1

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息 66 414    

 ２ 受取配当金 359 319    

 ３ 賃貸料 61 38    

 ４ 持分法による投資利益 9 ―    

 ５ 不動産信託収入 142 ―    

 ６ その他 585 1,225 0.7 458 1,230 0.7

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 22 15    

 ２ 寄付金 182 139    

 ３ 為替差損 126 252    

 ４ 固定資産除却損 293 470    

 ５ たな卸資産廃棄損 187 560    

 ６ 持分法による投資損失 ― 40    

 ７ その他 293 1,107 0.7 211 1,690 1.0

   経常利益  27,585 16.0 27,107 15.8



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

 １ 関係会社株式売却益 ― 424    

 ２ 投資有価証券売却益 849 80    

 ３ 固定資産売却益 ※３ 951 1,801 1.0 57 561 0.3

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産処分損 ※４ 786 1,257    

 ２ ビタミン訴訟関連損失 ― 564    

 ３ 減損損失 ※５ ― 119    

 ４ 投資有価証券評価損 392 64    

 ５ 事業構造改革関連費用 ※６ 1,297 ―    

 ６ 施設利用権解約損失 241 ―    

 ７ ゴルフ会員権評価損 16 ―    

 ８ その他 6 2,741 1.5 75 2,081 1.2

   税金等調整前当期純利益  26,645 15.5 25,587 14.9

   法人税、住民税及び 
   事業税 

11,207 9,098    

   法人税等調整額 △502 10,705 6.3 959 10,058 5.9

   少数株主利益  △38 △0.0 △63 △0.0

   当期純利益  15,902 9.2 15,466 9.0

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 48,083 48,126

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 １ 自己株式処分差益 42 42 8 8

Ⅲ 資本剰余金期末残高 48,126 48,134

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 106,035 118,393

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 １ 当期純利益 15,902 15,902 15,466 15,466

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 3,489 4,957  

 ２ 取締役賞与 54 3,543 58 5,015

Ⅳ 利益剰余金期末残高 118,393 128,844

    



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
   税金等調整前当期純利益 26,645 25,587 

   減価償却費 8,413 7,641 

   減損損失 ― 119 

   退職給付引当金の増(減)額 98 △2,146 

   前払年金費用の(増)減額 206 614 

   貸倒引当金の増(減)額 23 20 

   受取利息及び受取配当金 △426 △733 

   支払利息 22 15 

   有形固定資産除売却損益 36 1,311 

   投資有価証券売却損益 △849 △504 

   投資有価証券評価損 392 64 

   持分法による投資損益 △9 40 

   事業構造改革関連費用 1,297 ― 

   ビタミン訴訟関連損失 ― 564 

   売上債権の(増)減額 △507 1,714 

   たな卸資産の(増)減額 2,998 △647 

   仕入債務の増(減)額 △3,732 2,457 

   未払金の増(減)額 364 △873 

   その他 △348 △1,145 

    小計 34,625 34,100 
   利息及び配当金の受取額 452 765 

   利息の支払額 △24 △15 

   ビタミン訴訟和解金の支払額 ― △565 

   特別退職金の支払額 △1,199 △1,275 
   法人税等の支払額 △14,047 △10,321 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 19,805 22,688 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
   有価証券の取得による支出 △3,001 △5,398 

   有価証券の売却による収入 7 5,280 

   定期預金の預入による支出 △3,275 △372 

   定期預金の払戻による収入 294 338 

   有形固定資産の取得による支出 △6,065 △3,154 

   有形固定資産の売却による収入 2,679 1,167 

   無形固定資産の取得による支出 △811 △563 

   投資有価証券の取得による支出 △15,236 △14,028 

   投資有価証券の売却による収入 854 235 

   連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却 ― △243 
   その他 △254 △87 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △24,809 △16,826 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
   短期借入金の増減額(純額) △388 △105 

   長期借入による収入 500 ― 

   長期借入金の返済による支出 △178 △174 

   社債の償還による支出 △100 ― 

   自己株式取得による支出 △2,249 △3,411 

   ストックオプションの権利行使による収入 831 169 

   配当金の支払額 △3,470 △4,945 
   その他 △45 △19 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △5,102 △8,486 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 83 △68 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増(減)額 △10,021 △2,692 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 51,963 41,941 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 41,941 39,249 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

   子会社20社は、エースアート株式会社、サンケミ

カル株式会社、タナベ ヨーロッパ社等全てを連

結子会社としております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社20社は、エースアート株式会社、タナべ

ヨーロッパ社等全てを連結子会社としておりま

す。 

   なお、連結子会社である株式会社田辺アールアン

ドディー・サービスは、平成16年７月に連結子会

社であった株式会社サン臨床解析センターを吸収

合併しております。 

   従って、当連結会計年度末における連結子会社は

19社となっております。 

なお、当社の小野田工場を会社分割し、平成17年

10月に新たに設立した山口田辺製薬株式会社は、

当連結会計年度より連結子会社としております。 

また、連結子会社であったサンケミカル株式会社

は、株式売却により出資比率が減少し持分法適用

関連会社となったため、当中間連結会計期間末に

連結子会社から除外しております。 

一方、連結子会社であった株式会社サン総合情報

センターは、株式売却により出資比率が減少し子

会社ではなくなったため当連結会計年度に連結子

会社から除外しております。 

従って、当連結会計年度末における連結子会社は

18社となっております。 

    

２ 持分法の適用に関する事項 

   タマ化学工業株式会社、サンテラボ・タナベ シ

ミイ社等関連会社６社に対する投資について持分

法を適用しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

タマ化学工業株式会社、サンテラボ・タナベ シ

ミイ社等関連会社６社に対する投資について持分

法を適用しております。 

   なお、持分法適用関連会社であったメディシノバ

社は、増資により出資比率が減少し関連会社では

なくなったため当中間連結会計期間末に持分法適

用関連会社から除外しております。 

   従って、当連結会計年度末における持分法適用関

連会社は５社となっております。 

   また、栄研化学株式会社につきましては、保有株

式を全て退職給付信託に拠出いたしておりますの

で持分法は適用しておりません。 

なお、連結子会社であったサンケミカル株式会社

は、株式売却により出資比率が減少したため、当

中間連結会計期間末より持分法適用関連会社とし

ております。 

また、栄研化学株式会社につきましては、保有株

式を全て退職給付信託に拠出いたしておりますの

で持分法は適用しておりません。 

    

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社の事業年度末日は、１社を除いて全て

が12月31日であり、連結決算日との差異が３ヵ月

を超えないため、当該事業年度に係る財務諸表を

基礎として連結財務諸表を作成し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日は、２社を除いて全て

が12月31日であり、連結決算日との差異が３ヵ月

を超えないため、当該事業年度に係る財務諸表を

基礎として連結財務諸表を作成し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
  (イ)有価証券 
    満期保有目的の債券 償却原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
  (イ)有価証券 
    満期保有目的の債券 同左 

    その他有価証券 
     時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部
資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法によ
り算定しております） 

     時価のないもの 移動平均法による原価法 

投資事業有限責 

任組合への出資 

原価法によっております。

ただし、組合の営業により

獲得した損益の持分相当額

を各連結会計年度の損益と

して計上することとし、ま

た、組合がその他有価証券

を保有している場合で当該

有価証券に評価差額がある

場合には、評価差額に対す

る持分相当額をその他有価

証券評価差額金に計上する

こととしております。 

    その他有価証券 
     時価のあるもの 同左 
  
  
  
  
     時価のないもの 同左 

投資事業有限責

任組合への出資

同左 

  (ロ)デリバティブ   時価法   (ロ)デリバティブ  同左 
  (ハ)たな卸資産 
    主として、商品は総平均法による低価法、製品

は移動平均法による低価法、原材料他は移動平
均法による原価法によって評価しております。 

  (ハ)たな卸資産 
同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
   有形固定資産  定率法 
   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)については、定額法を採用
しております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
   有形固定資産  定率法 

同左 

   無形固定資産  定額法 
   ただし、自社利用のソフトウェアについては社内

における利用可能期間(主として５年)に基づく定
額法を採用しております。 

   無形固定資産  定額法 
同左 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 
   社債発行差金は、社債発行から償還までの期間に

より、均等償却しております。 

 (3)         ――― 

 (4) 重要な引当金の計上基準 
  (イ)貸倒引当金 
    売上債権等の貸倒れによる損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上することとして
おります。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 
  (イ)貸倒引当金 

同左 

  (ロ)賞与引当金 
    従業員の賞与の支給に充てるため、翌連結会計

年度支払賞与見込額のうち当連結会計年度負担
額を計上しております。 

  (ロ)賞与引当金 
同左 

  (ハ)返品調整引当金 
    当社は、当連結会計年度売上高に対して翌連結

会計年度以降予想される返品に備えて、法人税
法の規定に基づく限度相当額を計上しておりま
す。 

  (ハ)返品調整引当金 
同左 

  (ニ)売上割戻引当金 
    当社は、販売した商品・製品に対する将来の売

上割戻しに備えて、当連結会計年度末売掛金に
当連結会計年度割戻率を乗じた金額を計上して
おります。 

  (ニ)売上割戻引当金 
同左 



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ホ)退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

    数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしておりま

す。 

  (ホ)退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

    過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(13年)による定額

法により費用処理することとしております。 

    数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとしておりま

す。 

  (ヘ)役員退職慰労引当金 

    当社及び一部の連結子会社では、役員の退職慰

労金支給に充てるため、内規に基づく当連結会

計年度末退職慰労金要支給額を計上しておりま

す。 

  (ヘ)役員退職慰労引当金 

同左 

  (ト)スモン訴訟健康管理手当等引当金 

    当社は、スモン訴訟における和解成立原告に対

する健康管理手当及び介護費用の生涯支払見込

額を計上しております。 

  (ト)スモン訴訟健康管理手当等引当金 

同左 

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、為替差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産、負債、

収益及び費用は決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に含めております。 

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

同左 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ)ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為

替予約等が付されている外貨建債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引及び通貨オプショ

ン取引 

ヘッジ対象 実需に基づく外貨建予定取引及

び外貨建債権債務 

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  同左 

  

ヘッジ対象  同左 

  (ハ)ヘッジ方針 

    将来の為替変動リスクを回避しキャッシュ・フ

ローを固定化することを目的に、事前に社内に

おいて承認を受けた上で、社内管理規程に基づ

きヘッジ取引を行っております。 

  (ハ)ヘッジ方針 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ニ)ヘッジの有効性評価の方法 

    ヘッジ手段とヘッジ対象について、既に経過し

た期間におけるキャッシュ・フロー累計額を比

較して有効性の判定を行っております。 

  (ニ)ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 (8) 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 (8) 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時

価評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

   連結調整勘定の償却については、５年間の均等償

却を行っております。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づい

て作成しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。 

 この結果、税金等調整前当期純利益が119百万円減少

しております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(連結貸借対照表) 

 前連結会計年度まで「投資その他の資産」の「その

他」に含めて表示しておりました投資事業有限責任組合

への出資(前連結会計年度8,688百万円)については、

「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年６月

９日法律第97号)の施行に伴う「金融商品会計に関する

実務指針」(会計制度委員会報告第14号)等の改正により

当連結会計年度から「投資その他の資産」の「投資有価

証券」に含めて表示しております。 

 なお、「投資有価証券」に含めて表示した当該出資額

は3,134百万円であります。 

――― 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する連結会計年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会

計基準委員会実務対応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が472百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

それぞれ同額減少しております。 

――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 97,917百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 90,361百万円

※２ 関連会社に対する資産は次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 573百万円

※２ 関連会社に対する資産は次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 771百万円

※３ 担保資産及び担保付債務 

   (1) 担保として工場財団抵当に供している資産

は、次のとおりであります。 

   (2) 上記に対応する債務は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物(帳簿価額) 306百万円

機械装置及び運搬具 
(帳簿価額) 

536百万円

土地(帳簿価額) 1,042百万円

計 1,885百万円

１年以内に返済期限が 
到来する長期借入金 

66百万円

長期借入金 116百万円

計 183百万円

※３         ――― 

 ４ 偶発債務については次のとおりであります。 

   保証債務 

(サンケミカル株式会社及び他３社の連帯保証

であります。) 

金融機関借入の保証 169百万円

 ４         ――― 

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引金融機関５社と特定融資枠契約を締結しており

ます。 

特定融資枠契約の総額 20,000百万円

借入実行残高 ―百万円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引金融機関４社と特定融資枠契約を締結しており

ます。 

特定融資枠契約の総額 20,000百万円

借入実行残高 ―百万円

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式267,597千株

であります。 

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式267,597千株

であります。 

※７ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る自己株式の数は、普通株式19,835千株でありま

す。 

※７ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る自己株式の数は、普通株式22,616千株でありま

す。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 製品商品の期末たな卸高は低価法による評価減後

の金額により計上しております。 

   なお、評価減額は201百万円であります。 

※１ 製品商品の期末たな卸高は低価法による評価減後

の金額により計上しております。 

   なお、評価減額は155百万円であります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               27,789百万円 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               30,534百万円 

※３ 固定資産売却益は、不動産信託受益権の売却益

725百万円、土地建物の売却益222百万円及び車両

その他の売却益であります。 

※３ 固定資産売却益は、土地建物の売却益31百万円及

び車両その他の売却益であります。 

※４ 固定資産処分損は、土地建物の売却損649百万円

及びその他の除売却損であります。 

※４ 固定資産処分損は、土地建物の売却損469百万円

及びその他の除売却損であります。 

※５         ――― ※５ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上いたしました。 

当社グループは原則として事業用資産、賃貸資

産、遊休資産の区分にて資産のグループ化を行

い、時価が著しく下落している遊休資産を中心に

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上いたしました。

事業用資産につきましては資産グループを、賃貸

資産及び遊休資産につきましては個別資産をグル

ーピングの最小単位としております。 

なお、上記減損損失の測定に使用した回収可能価

額は固定資産税評価額に基づく正味売却価額であ

ります。 

用途 種類 場所 金額 

遊休等 土地
兵庫県西宮市 
他 

119百万円 

合計 119百万円 

※６ 事業構造改革関連費用の主なものは、新たに設立

する関係会社への転籍者に対する加算退職金であ

ります。 

※６         ――― 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 41,413百万円

預入期間が３ヵ月を超える 
定期預金 

△471百万円

取得日から３ヵ月以内に償
還期限が到来する有価証券 

1,000百万円

現金及び現金同等物 41,941百万円

１ 現金及び現金同等物期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 35,797百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金 

△547百万円

取得日から３ヵ月以内に償
還期限が到来する有価証券 

3,999百万円

現金及び現金同等物 39,249百万円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  工具、器具及び備品 

取得価額 
相当額 

1,950百万円

減価償却 
累計額相当額 

1,076百万円

期末残高相当額 873百万円

  

工具、器具及び備品 

取得価額
相当額 

1,572百万円 

減価償却
累計額相当額 

813百万円 

期末残高相当額 759百万円 

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 380百万円

１年超 493百万円

合計 873百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 313百万円

１年超 446百万円

合計 759百万円

    なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

    なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 609百万円

減価償却費相当額 609百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 418百万円

減価償却費相当額 418百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

  

前連結会計年度 

１ 売買目的有価証券(平成17年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

 上記のほか、「投資有価証券」に計上している投資事業組合に対する出資金持分の時価法評価に係る評価

差額2,406百万円から繰延税金負債977百万円を差し引いた額1,429百万円を「その他有価証券評価差額金」

として計上しております。 

  

４ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

６ 時価評価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

 (1) 満期保有目的の債券 

  

 (2) その他有価証券 

  

７ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(平成17年３月31日) 

  種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 9,983 30,464 20,481 

(2) 債券 12,130 12,160 30 

    公社債 12,130 12,160 30 

小計 22,113 42,624 20,511 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 1,123 810 △313 

(2) 債券 3,001 3,001 △0 

    公社債 3,001 3,001 △0 

小計 4,124 3,811 △313 

合計 26,238 46,436 20,198 

売却額   売却益の合計額   売却損の合計額 

854百万円   849百万円   ―百万円 

非上場の債券   6,015百万円 

非上場株式   4,702百万円 

投資事業有限責任組合への出資金   3,134 

譲渡性預金   1,000 

    １年以内   １年超５年以内   ５年超10年以内   10年超 

(1) 債券                 

  公社債等   4,008百万円   12,168百万円   ―百万円   5,000百万円 

(2) その他   1,000   ―   ―   ― 

合計   5,008   12,168   ―   5,000 



  

    
次へ 

当連結会計年度 

１ 売買目的有価証券(平成18年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

 上記のほか、「投資有価証券」に計上している投資事業組合に対する出資金持分の時価法評価に係る評価

差額1,945百万円から繰延税金負債790百万円を差し引いた額1,155百万円を「その他有価証券評価差額金」

として計上しております。 

  

４ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

６ 時価評価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

 (1) 満期保有目的の債券 

  

 (2) その他有価証券 

  

７ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(平成18年３月31日) 

  種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 12,107 43,816 31,709 

小計 12,107 43,816 31,709 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 1,046 967 △79 

(2) 債券 15,127 14,937 △190 

    公社債 15,127 14,937 △190 

小計 16,174 15,904 △269 

合計 28,281 59,721 31,439 

売却額   売却益の合計額   売却損の合計額 

6,427百万円   80百万円   ―百万円 

非上場の債券   12,008百万円 

非上場株式   4,577百万円 

投資事業有限責任組合への出資金   2,584 

譲渡性預金   4,000 

投資信託   2,004 

コマーシャルペーパー   1,999 

その他   122 

    １年以内   １年超５年以内   ５年超10年以内   10年超 

(1) 債券                 

  公社債等   3,012百万円   12,932百万円   ―百万円   11,000百万円 

(2) その他   5,999   ―   ―   ― 

合計   9,012   12,932   ―   11,000 



(デリバティブ取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容及び利用目的等 

   当社グループは、通常の営業過程における外貨建

取引の為替相場変動によるリスクを軽減するため、

為替予約取引および通貨オプション取引を行ってお

ります。 

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容及び利用目的等 

同左 

   ① ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段 

      為替予約取引および通貨オプション取引 

     ヘッジ対象 

      実需に基づく外貨建予定取引および外貨建

債権債務 

  

   ② ヘッジ方針 

      将来の為替変動のリスクを回避しキャッシ

ュ・フローを固定化することを目的に、事前

に社内において承認を受けた上で、社内管理

規程に基づきヘッジ取引を行っております。 

  

   ③ ヘッジの有効性評価の方法 

      ヘッジ手段とヘッジ対象について、既に経

過した期間におけるキャッシュ・フロー累計

額を比較して有効性の判定を行っておりま

す。 

  

 (2) 取引に対する取組方針 

   為替予約取引および通貨オプション取引について

は、実需に基づく外貨建予定取引および外貨建債権

債務に対して行うこととしており、投機目的のため

の取引は行わない方針であります。 

 (2) 取引に対する取組方針 

同左 

 (3) 取引に係るリスクの内容 

   為替予約取引および通貨オプション取引について

は、為替相場変動によるリスクを有しております。 

   なお、為替予約取引および通貨オプション取引の

契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるた

め、相手先の契約不履行による信用リスクは、ほと

んどないと判断しております。 

 (3) 取引に係るリスクの内容 

同左 

 (4) 取引に係るリスク管理体制 

   デリバティブ取引の実施および管理は、社内管理

規程である「デリバティブ取引取扱規程」に基づき

財務経理部で行っており、さらに、デリバティブ取

引を実施する場合は、取締役会で承認を得る必要が

あります。また、毎月の実施状況および残高につき

ましては、財務経理部より社長に報告することにな

っております。 

 (4) 取引に係るリスク管理体制 

同左 

    

２ 取引の時価等に関する事項 

 当社グループは、デリバティブ取引(ヘッジ会計が

適用されているものを除く。)を利用しておりません

ので、該当事項はありません。 

２ 取引の時価等に関する事項 

同左 



(退職給付関係) 

  

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び一部の連結子会社は、退職一時金制度を設けております。このほかに当社は確定給付型の制度

として、昭和39年５月より適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成15年４月１日より確定拠出

年金制度へ移行いたしました。また、当社は昭和59年４月より厚生年金基金制度を採用しておりました

が、平成16年５月１日に認可を受け企業年金基金へ移行しました。なお、厚生年金基金の代行部分につ

いては、平成15年５月１日に厚生労働大臣から将来分の支給義務免除の認可を受け、平成16年10月５日

に最低責任準備金を納付しました。また、当社は退職給付信託を設定しております。なお、従業員の退

職等に際して加算退職金を支払う場合があります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

(単位：百万円) 

(注) １ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

(単位：百万円) 

(注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。 

２ 前連結会計年度は、上記退職給付費用以外に、加算退職金306百万円を販売費及び一般

管理費に、事業構造改革関連費用1,297百万円を特別損失に計上しております。 
  

  
前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

退職給付債務 △94,635 △93,672 

年金資産 85,242 101,333 

未積立退職給付債務 △9,393 7,661 

未認識数理計算上の差異 15,987 655 

未認識過去勤務債務(債務の減額) ― △112 

連結貸借対照表計上額純額 6,594 8,204 

前払年金費用 20,534 19,920 

退職給付引当金 △13,940 △11,715 

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

勤務費用(注)１ 1,743 1,760 

利息費用 2,312 2,300 

期待運用収益 △2,444 △2,465 

数理計算上の差異の費用処理額 1,622 1,766 

過去勤務債務の費用処理額 ― △2 

退職給付費用 3,234 3,359 



  

  

次へ 

    
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2) 割引率 2.50％ 同左 

(3) 期待運用収益率 3.50％ 同左 

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 ――― 13年(発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により費

用処理することとしており

ます。) 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 13年(各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理

することとしております。) 

同左 

      



(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

繰延税金資産  

 賞与引当金 1,941百万円

 未払事業税 577百万円

 たな卸資産評価損 562百万円

 事業構造改革関連費用 526百万円

 その他 639百万円

繰延税金資産合計 4,247百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

繰延税金資産  

 賞与引当金 1,813百万円

 未払事業税 503百万円

 たな卸資産評価損 729百万円

 その他 594百万円

繰延税金資産合計 3,641百万円

 (2) 固定の部 

繰延税金資産  

 退職給付引当金 2,197百万円

 スモン訴訟健康管理 

 手当等引当金 
1,170百万円

 株式評価損 188百万円

 固定資産未実現利益 624百万円

 長期前払費用償却超過額 809百万円

 前払研究費 1,431百万円

 その他 445百万円

繰延税金資産合計 6,866百万円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △9,156百万円

 固定資産圧縮積立金 △1,763百万円

 特別償却準備金 △366百万円

 その他 △1百万円

繰延税金負債合計 △11,287百万円

繰延税金負債の純額 △4,421百万円

 (2) 固定の部 

繰延税金資産  

 退職給付引当金 1,652百万円

 スモン訴訟健康管理 

 手当等引当金 
1,028百万円

 株式評価損 339百万円

 固定資産未実現利益 355百万円

 長期前払費用償却超過額 995百万円

 前払研究費 1,612百万円

 その他 496百万円

繰延税金資産合計 6,480百万円

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △13,545百万円

 固定資産圧縮積立金 △1,548百万円

 特別償却準備金 △393百万円

 その他 △149百万円

繰延税金負債合計 △15,636百万円

繰延税金負債の純額 △9,155百万円

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との間の差異が、法定実効税

率の100分の５以下であるので、注記を省略してお

ります。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

同左 



(セグメント情報) 

  【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 当社の事業種類別セグメント情報は、製品(商品を含む)の種類・性質等を基準区分として、「医薬品」と「その他」に分
けております。 

２ 各セグメントの主たる製品及び役務の内容 

３ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。 

  
医薬品 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する売上高 158,775 13,209 171,984 (―) 171,984

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

― ― ― (―) ―

計 158,775 13,209 171,984 (―) 171,984

  営業費用 130,471 14,045 144,517 (―) 144,517

  営業利益 28,304 △836 27,467 (―) 27,467

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

   

  資産 258,085 10,963 269,048 (―) 269,048

  減価償却費 8,261 259 8,520 (―) 8,520

  資本的支出 4,785 85 4,870 (―) 4,870

  
医薬品 
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する売上高 158,770 12,781 171,552 (―) 171,552

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

― ― ― (―) ―

計 158,770 12,781 171,552 (―) 171,552

  営業費用 131,196 12,787 143,984 (―) 143,984

  営業利益 27,574 △6 27,568 (―) 27,568

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

   

  資産 272,946 7,866 280,813 (―) 280,813

  減価償却費 7,639 155 7,795 (―) 7,795

  資本的支出 5,061 39 5,100 (―) 5,100

セグメント 主たる製品及び役務の内容

医薬品 医療用医薬品、一般用医薬品、診断薬

その他 化成品、食品添加物、機械設備、情報サービス、宣伝製作物等



  
  【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を

超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を

超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 各セグメントの海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、各セグメントの海外売上高の記載を省略しております。

  

  【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

海外売上高 
(百万円) 

連結売上高
(百万円) 

海外売上高の連結売上高に占める割合
(％) 

13,865 171,984 8.1 

海外売上高 
(百万円) 

連結売上高
(百万円) 

海外売上高の連結売上高に占める割合
(％) 

16,053 171,552 9.4 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 822円43銭 １株当たり純資産額 890円21銭

１株当たり当期純利益金額 63円70銭 １株当たり当期純利益金額 62円43銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

63円68銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額 

62円43銭

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益 15,902百万円

普通株主に帰属しない金額 54百万円

(うち利益処分による取締役賞与) (54百万円)

普通株式に係る当期純利益 15,847百万円

普通株式の期中平均株式数 248,771千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額 

当期純利益調整額 ―百万円

普通株式増加数 104千株

(うちストックオプション) (104千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に含めなかった潜在株式の概要 

― 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益 15,466百万円 

普通株主に帰属しない金額 45百万円 

(うち利益処分による取締役賞与) (45百万円)

普通株式に係る当期純利益 15,420百万円 

普通株式の期中平均株式数 246,999千株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額 

  

当期純利益調整額 ―百万円 

普通株式増加数 15千株 

(うちストックオプション) (15千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に含めなかった潜在株式の概要 

― 



⑤ 【連結附属明細表】 

  【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

(2) 【その他】 

米国におけるビタミンバルク販売に関し反トラスト法・競争法違反を理由として提訴されている民事訴訟につき

ましては、一部の原告と和解が成立しておりますが、引き続き係争中であります。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 935 541 0.94 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 197 30 0.70 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

563 121 0.70 平成19.４～平成22.11

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 1,695 693 ― ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 30 30 30 30



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  36,546 28,526  

 ２ 受取手形  1,300 1,256  

 ３ 売掛金 ※２  54,070 52,226  

 ４ 有価証券  5,008 11,139  

 ５ 商品  5,265 8,513  

 ６ 製品  5,200 2,032  

 ７ 半製品  3,854 1,434  

 ８ 原材料  3,411 2,200  

 ９ 仕掛品  217 136  

 10 貯蔵品  36 ―  

 11 前渡金  17 ―  

 12 繰延税金資産  3,974 3,187  

 13 未収金 ※２  1,006 1,107  

 14 その他  874 847  

   貸倒引当金  △5 △5  

   流動資産合計  120,779 46.9 112,603 41.2

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産 ※１     

  (1) 建物  21,133 14,879  

  (2) 構築物  1,050 740  

  (3) 機械及び装置  6,557 2,868  

  (4) 車両及び 
    その他の陸上運搬具 

 42 17  

  (5) 工具、器具及び備品  3,070 2,407  

  (6) 土地  13,539 11,293  

  (7) 建設仮勘定  676 1,200  

   有形固定資産合計  46,070 17.9 33,407 12.3

 ２ 無形固定資産     

  (1) 特許権  1 1  

  (2) 借地権  29 13  

  (3) 商標権  826 460  

  (4) ソフトウェア  3,730 2,464  

  (5) その他  88 85  

   無形固定資産合計  4,677 1.8 3,025 1.1



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 ３ 投資その他の資産    

  (1) 投資有価証券  52,726 74,323  

  (2) 関係会社株式  6,259 24,657  

  (3) 出資金  74 16  

  (4) 関係会社出資金  838 838  

  (5) 従業員長期貸付金  13 17  

  (6) 関係会社長期貸付金  30 ―  

  (7) 破産債権、更生債権 
    その他これらに準ずる 
    債権 

 51 50  

  (8) 長期前払費用  504 497  

  (9) 積立保険料  860 801  

  (10) 前払年金費用  20,534 18,756  

  (11) 長期性預金  3,000 3,000  

  (12) その他  1,265 1,073  

   貸倒引当金  △50 △50  

   投資その他の資産合計  86,109 33.4 123,982 45.4

   固定資産合計  136,856 53.1 160,415 58.8

   資産合計  257,635 100.0 273,018 100.0

      

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 買掛金 ※２  10,512 15,415  

 ２ 未払金 ※２  11,231 7,864  

 ３ 未払費用  0 0  

 ４ 未払法人税等  6,636 5,306  

 ５ 未払消費税等  886 ―  

 ６ 預り金  526 518  

 ７ 賞与引当金  4,120 3,640  

 ８ 返品調整引当金  314 305  

 ９ 売上割戻引当金  361 374  

 10 その他  58 51  

   流動負債合計  34,648 13.5 33,477 12.3



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債     

 １ 繰延税金負債  4,836 10,088  

 ２ 退職給付引当金  13,122 10,870  

 ３ 役員退職慰労引当金  260 264  

 ４ スモン訴訟健康管理 
   手当等引当金 

 6,070 5,579  

 ５ その他  230 ―  

   固定負債合計  24,520 9.5 26,803 9.8

   負債合計  59,168 23.0 60,280 22.1

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  44,261 17.1 44,261 16.2

Ⅱ 資本剰余金     

 １ 資本準備金 48,036 48,036    

 ２ その他資本剰余金     

  (1) 自己株式処分差益 89 98    

資本剰余金合計  48,126 18.7 48,134 17.6

Ⅲ 利益剰余金     

 １ 利益準備金 5,134 5,134    

 ２ 任意積立金     

  (1) 固定資産圧縮積立金 2,132 2,579    

  (2) 固定資産圧縮特別勘定
積立金 

238 ―    

  (3) 特別償却準備金 424 531    

  (4) 別途積立金 83,000 93,000    

 ３ 当期未処分利益 22,767 22,376    

利益剰余金合計  113,697 44.1 123,622 45.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金  11,305 4.4 18,893 6.9

      

Ⅴ 自己株式 ※４  △18,924 △7.3 △22,174 △8.1

資本合計  198,466 77.0 212,738 77.9

   負債・資本合計  257,635 100.0 273,018 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

 １ 製品売上高 100,338 60,825    

 ２ 商品売上高 63,916 164,255 100.0 102,778 163,604 100.0

Ⅱ 売上原価     

 １ 製品商品期首たな卸高 11,459 10,465    

 ２ 当期商品仕入高 36,429 47,936    

 ３ 当期製品製造原価 ※２ 22,255 11,165    

合計 70,145 69,568    

 ４ 製品商品期末たな卸高 ※１ 10,465 59,679 36.3 10,546 59,021 36.1

 ５ 返品調整引当金戻入額  ― 9  

 ６ 返品調整引当金繰入額  37 ―  

   売上総利益  104,538 63.7 104,592 63.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

 １ 広告宣伝費 1,947 1,846    

 ２ 販売諸費 6,602 6,045    

 ３ 給料賃金 10,034 9,854    

 ４ 賞与引当金繰入額 2,530 2,189    

 ５ 賞与手当等 3,586 3,620    

 ６ 福利厚生費 2,688 2,589    

 ７ 退職給付引当金繰入額 1,840 1,899    

 ８ 役員退職慰労引当金 
   繰入額 

55 54    

 ９ 旅費交通費 2,026 1,972    

 10 減価償却費 2,396 2,291    

 11 賃借料 3,830 3,521    

 12 研究開発費 ※２ 27,990 30,633    

 13 その他 12,645 78,173 47.6 12,156 78,674 48.1

   営業利益  26,365 16.1 25,917 15.8

Ⅳ 営業外収益 ※３     

 １ 受取利息 19 42    

 ２ 有価証券利息 14 307    

 ３ 受取配当金 635 543    

 ４ 賃貸料 210 242    

 ５ 為替差益 127 92    

 ６ 不動産信託収入 142 ―    

 ７ その他 251 1,401 0.8 414 1,643 1.0

        



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 3 2    

 ２ 寄付金 176 137    

 ３ たな卸資産廃棄損 150 503    

 ４ 固定資産除却損 292 402    

 ５ その他 253 876 0.5 198 1,244 0.7

   経常利益  26,890 16.4 26,315 16.1

Ⅵ 特別利益     

 １ 投資有価証券売却益 849 80    

 ２ 固定資産売却益 ※４ 948 31    

 ３ 貸倒引当金戻入額 2 1,799 1.1 ― 111 0.1

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産処分損 ※５ 786 1,257    

 ２ ビタミン訴訟関連損失 ― 564    

 ３ 減損損失 ※６ ― 76    

 ４ 投資有価証券評価損 392 64    

 ５ 関係会社株式売却損 ― 48    

 ６ 事業構造改革関連費用 ※７ 1,297 ―    

 ７ 施設利用権解約損失 241 ―    

 ８ ゴルフ会員権評価損 16 ―    

 ９ その他 6 2,740 1.7 53 2,065 1.3

   税引前当期純利益  25,950 15.8 24,362 14.9

   法人税、住民税 
   及び事業税 

10,617 8,337    

   法人税等調整額 △883 9,733 5.9 1,103 9,440 5.8

   当期純利益  16,216 9.9 14,922 9.1

   前期繰越利益  8,297 9,933  

   中間配当額  1,745 2,479  

   当期未処分利益  22,767 22,376  

        



製造原価明細書 

  

  

製造原価明細書脚注 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 10,215 47.5 6,938 55.7

Ⅱ 労務費 ※１ 4,406 20.5 2,814 22.6

Ⅲ 経費 ※２ 6,896 32.0 2,712 21.7

  当期総製造費用 21,518 100.0 12,465 100.0

  期首半製品・ 
  仕掛品たな卸高 

5,620 4,071  

合計 27,138 16,537  

  期末半製品・ 
  仕掛品たな卸高 

4,071 1,570  

  他勘定振替高 ※３ △811 △3,800  

  当期製品製造原価 22,255 11,165  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 労務費には次のものが含まれております。 

賞与引当金繰入額 522百万円

退職給付引当金繰入額 392百万円

※１ 労務費には次のものが含まれております。 

賞与引当金繰入額 473百万円

退職給付引当金繰入額 251百万円

※２ 経費のうち主たるものは次のとおりであります。 

減価償却費 2,359百万円

委託作業費 630百万円

※２ 経費のうち主たるものは次のとおりであります。 

減価償却費 1,391百万円

委託作業費 429百万円

※３ 他勘定振替高は主として販売費及び一般管理費へ

の振替であります。 

※３ 他勘定振替高は主として、平成17年10月１日に会

社分割により設立した「山口田辺製薬株式会社」

に分割した半製品・仕掛品3,100百万円及び営業

外費用への振替等であります。 

 ４ 当社の採用しております原価計算方法は標準原価

計算による組別工程別総合原価計算であります。 

 ４ 当社の採用しております原価計算方法は標準原価

計算による組別工程別総合原価計算であります。 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) １ 平成17年12月１日に、2,479百万円(１株につき10円)の中間配当を実施いたしました。 

２ 当事業年度の特別償却準備金および固定資産圧縮積立金の取崩額は、租税特別措置法および分社型分割に伴う分割承継に

基づくものであります。特別償却準備金の積立額は租税特別措置法に基づくものであります。 

  前事業年度の特別償却準備金、固定資産圧縮積立金ならびに固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩額および積立額は、租税

特別措置法に基づくものであります。 

  

株主総会承認年月日 
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月27日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 22,767 22,376

Ⅱ 任意積立金取崩額  

 １ 特別償却準備金取崩額 106 159  

 ２ 固定資産圧縮積立金 
   取崩額 

221 556  

 ３ 固定資産圧縮特別勘定積
立金取崩額 

238 566 ― 716

合計 23,334 23,093

Ⅲ 利益処分額  

 １ 利益配当金 2,477 2,449  

 ２ 取締役賞与金 40 27  

 ３ 任意積立金  

   (1) 特別償却準備金 213 199  

   (2) 固定資産圧縮積立金 668 ―  

   (3) 別途積立金 10,000 13,400 10,000 12,677

Ⅳ 次期繰越利益 9,933 10,415

     



重要な会計方針 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

    償却原価法 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

 (3) その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。） 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    投資事業有限責任組合への出資 

     原価法によっております。ただし、組合の営

業により獲得した損益の持分相当額を各事業

年度の損益として計上することとし、また、

組合がその他有価証券を保有している場合で

当該有価証券に評価差額がある場合には、評

価差額に対する持分相当額をその他有価証券

評価差額金に計上することとしております。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

同左 

 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

 (3) その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

  

    時価のないもの 

同左 

    投資事業有限責任組合への出資 

同左 

２ デリバティブ   時価法 ２ デリバティブ    同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品       総平均法による低価法 

  製品       移動平均法による低価法 

  原材料・その他  移動平均法による原価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 ４ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産   定率法 

   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)については、定額法を採用

しております。 

  有形固定資産   定率法 

同左 

  無形固定資産   定額法 

   ただし、自社利用のソフトウェアについては社内

における利用可能期間(主として５年)に基づく定

額法を採用しております。 

  無形固定資産   定額法 

同左 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒れによる損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上することとしておりま

す。 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てるため、翌事業年度支

払賞与見込額のうち当事業年度負担額を計上して

おります。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 返品調整引当金 

   当事業年度売上高に対して翌事業年度以降予想さ

れる返品に備えて、法人税法の規定に基づく限度

相当額を計上しております。 

 (3) 返品調整引当金 

同左 



  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 売上割戻引当金 

   販売した商品・製品に対する将来の売上割戻しに

備えて、当事業年度末売掛金に当事業年度割戻率

を乗じた金額を計上しております。 

 (4) 売上割戻引当金 

同左 

 (5) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしております。 

 (5) 退職給付引当金 

同左 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づ

く当事業年度末退職慰労金要支給額を計上してお

ります。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (7) スモン訴訟健康管理手当等引当金 

   スモン訴訟における和解成立原告に対する健康管

理手当及び介護費用の生涯支払見込額を計上して

おります。 

 (7) スモン訴訟健康管理手当等引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

６ リース取引の処理方法 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替

予約等が付されている外貨建債権債務等について

は、振当処理を行っております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 (3) ヘッジ方針 

   将来の為替変動リスクを回避しキャッシュ・フロ

ーを固定化することを目的に、事前に社内におい

て承認を受けた上で、社内管理規程に基づきヘッ

ジ取引を行っております。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   ヘッジ手段とヘッジ対象について、既に経過した

期間におけるキャッシュ・フロー累計額を比較し

て有効性の判定を行っております。 

ヘッジ手段 為替予約取引及び通貨オプショ

ン取引 

ヘッジ対象 実需に基づく外貨建予定取引及

び外貨建債権債務 

７ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

ヘッジ手段   同左 

  

ヘッジ対象   同左 

  

８ 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

８ 消費税等の会計処理 

同左 



会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用しております。 

 この結果、税引前当期純利益が76百万円減少しており

ます。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(貸借対照表) 

 前事業年度まで「投資その他の資産」の「出資金」に

含めて表示しておりました投資事業有限責任組合への出

資(前事業年度8,688百万円)については、「証券取引法

等の一部を改正する法律」(平成16年６月９日法律第97

号)の施行に伴う「金融商品会計に関する実務指針」(会

計制度委員会報告第14号)等の改正により当事業年度か

ら「投資その他の資産」の「投資有価証券」に含めて表

示しております。 

 なお、「投資有価証券」に含めて表示した当該出資額

は3,134百万円であります。 

――― 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(外形標準課税制度の導入) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委

員会実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が470百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞ

れ同額減少しております。 

――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 

(平成17年３月31日) 

当事業年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  89,449百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額  57,974百万円 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりで

あります。 

売掛金 2,688百万円

未収金 641百万円

買掛金 1,119百万円

未払金 1,875百万円

※２ 関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりで

あります。 

売掛金 2,802百万円

未収金 738百万円

買掛金 4,106百万円

未払金 1,877百万円

   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

になっております。 

※３ 授権株数   普通株式 600,000,000 株 

発行済株式数 普通株式 267,597,847 株 

   ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

になっております。 

※３ 授権株数   普通株式 600,000,000 株 

発行済株式数 普通株式 267,597,847 株 

※４ 自己株式数 

   当社が保有する自己株式の数 

普通株式 19,821,343 株 

※４ 自己株式数 

   当社が保有する自己株式の数 

普通株式 22,603,030株 

 ５ 偶発債務については次のとおりであります。 

保証債務 
金融機関借入の保証 
 タナベ インドネ 
 シア社 

222百万円

計 222百万円

 ５ 偶発債務については次のとおりであります。 

保証債務 
金融機関借入の保証
 タナベ インドネ 
 シア社 

267百万円

計 267百万円

 ６ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は11,305

百万円であります。 

 ６ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は18,893

百万円であります。 

 ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引金融機関５社と特定融資枠契約を締結しており

ます。 

特定融資枠契約の総額 20,000百万円

借入実行残高 ―百万円

 ７ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引金融機関４社と特定融資枠契約を締結しており

ます。 

特定融資枠契約の総額 20,000百万円

借入実行残高 ―百万円



  
(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 製品商品の期末たな卸高は低価法による評価減後

の金額により計上しております。 

   なお、評価減額は201百万円であります。 

※１ 製品商品の期末たな卸高は低価法による評価減後

の金額により計上しております。 

   なお、評価減額は155百万円であります。 

※２ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               27,990百万円 

※２ 研究開発費の総額 

   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               30,633百万円 

   一般管理費に含まれる研究開発費の主な内容は次

のとおりであります。 

給料賃金 4,509百万円

賞与引当金繰入額 1,066百万円

退職給付引当金繰入額 817百万円

減価償却費 2,558百万円

研究材料費 1,951百万円

   一般管理費に含まれる研究開発費の主な内容は次

のとおりであります。 

給料賃金 4,674百万円

賞与引当金繰入額 977百万円

退職給付引当金繰入額 873百万円

減価償却費 2,256百万円

研究材料費 2,150百万円

※３ 関係会社に係る営業外収益は受取配当金277百万

円、その他169百万円であります。 

※３ 関係会社に係る営業外収益は受取配当金223百万

円、その他217百万円であります。 

※４ 固定資産売却益は不動産信託受益権の売却益725

百万円、土地の売却益222百万円であります。 

※４ 固定資産売却益は土地建物の売却益31百万円であ

ります。 

※５ 固定資産処分損は、土地建物の売却損649百万円

及びその他の除売却損であります。 

※５ 固定資産処分損は、土地建物の売却損469百万円

及びその他の除売却損であります。 

※６         ――― ※６ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上いたしました。 

当社は原則として事業用資産、賃貸資産、遊休資

産の区分にて資産のグループ化を行い、時価が著

しく下落している遊休資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上いたしました。事業用資産につきま

しては資産グループを、賃貸資産及び遊休資産に

つきましては個別資産をグルーピングの最小単位

としております。 

なお、上記減損損失の測定に使用した回収可能価

額は固定資産税評価額に基づく正味売却価額であ

ります。 

用途 種類 場所 金額 

遊休 土地
兵庫県西宮市 
他 

76百万円 

合計 76百万円 

※７ 事業構造改革関連費用の主なものは、新たに設立

する関係会社への転籍者に対する加算退職金であ

ります。 

※７         ――― 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  工具、器具及び備品 

取得価額 
相当額 

1,882百万円 

減価償却 
累計額相当額 

1,053百万円 

期末残高相当額 829百万円 

工具、器具及び備品 

取得価額
相当額 

1,497百万円 

減価償却
累計額相当額 

790百万円 

期末残高相当額 707百万円 

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

    なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

１年内 368百万円

１年超 461百万円

合計 829百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

    なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

１年内 300百万円

１年超 407百万円

合計 707百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 598百万円

減価償却費相当額 598百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 407百万円

減価償却費相当額 407百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 



(税効果会計関係) 

  

前事業年度 

(平成17年３月31日) 

当事業年度 

(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

  

 (2) 固定の部 

繰延税金資産  

 賞与引当金 1,860百万円

 未払事業税 565百万円

 たな卸資産評価損 561百万円

 事業構造改革関連費用 526百万円

 その他 460百万円

繰延税金資産合計 3,974百万円

   

繰延税金資産  

 スモン訴訟健康管理 
 手当等引当金 

1,170百万円

 退職給付引当金 873百万円

 前払研究費 1,431百万円

 長期前払費用償却超過額 809百万円

 株式評価損 303百万円

 その他 430百万円

繰延税金資産合計 5,018百万円

   

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △7,727百万円

 固定資産圧縮積立金 △1,763百万円

 特別償却準備金 △363百万円

繰延税金負債合計 △9,854百万円

   

繰延税金負債の純額 △4,836百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (1) 流動の部 

  

  

 (2) 固定の部 

繰延税金資産  

 賞与引当金 1,645百万円

 未払事業税 499百万円

 たな卸資産評価損 726百万円

 その他 316百万円

繰延税金資産合計 3,187百万円

   

繰延税金資産  

スモン訴訟健康管理
 手当等引当金 

1,028百万円

 退職給付引当金 561百万円

 前払研究費 1,612百万円

 長期前払費用償却超過額 995百万円

 株式評価損 54百万円

 その他 496百万円

繰延税金資産合計 4,747百万円

   

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △12,913百万円

 固定資産圧縮積立金 △1,382百万円

 特別償却準備金 △391百万円

 その他 △149百万円

繰延税金負債合計 △14,836百万円

   

繰延税金負債の純額 △10,088百万円

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

国内法定実効税率 40.60％

(調整)  

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

4.50％

 受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目 

△0.60％

 住民税均等割 0.34％

 試験研究費の特別控除 △7.14％

 その他 △0.20％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

37.50％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

   当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後

の法人税等の負担率の差異が、法定実効税率の

100分の５以下であるので、注記を省略しており

ます。 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 800円83銭 １株当たり純資産額 868円23銭

１株当たり当期純利益金額 65円02銭 １株当たり当期純利益金額 60円30銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

65円00銭
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

60円30銭

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益 16,216百万円

普通株主に帰属しない金額 40百万円

(うち利益処分による取締役賞与金) (40百万円)

普通株式に係る当期純利益 16,176百万円

普通株式の期中平均株式数 248,785千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額 

当期純利益調整額 ―百万円

普通株式増加数 104千株

(うちストックオプション) (104千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に含めなかった潜在株式の概要 

― 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益 14,922百万円 

普通株主に帰属しない金額 27百万円 

(うち利益処分による取締役賞与金) (27百万円)

普通株式に係る当期純利益 14,894百万円 

普通株式の期中平均株式数 247,013千株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額 

  

当期純利益調整額 ―百万円 

普通株式増加数 15千株 

(うちストックオプション) (15千株)

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に含めなかった潜在株式の概要 

― 



(重要な後発事象) 

  

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

当社は、平成17年５月12日開催の取締役会において、平成17年10月１日をもって当社の小野田工場を会社

分割し、「山口田辺製薬株式会社」を新たに設立することに関する会社分割計画書を決定し、平成17年６月

29日開催の第101回定時株主総会の承認を受けました。 

当該会社分割に関する事項の概要は次のとおりであります。 

１ 会社分割の目的 

 当社は、「中核となる医療用医薬品事業に積極的に投資し、競争力の強化へチャレンジする」ことを

コンセプトに、「中期経営計画 03―06」(平成15年４月１日～平成18年３月31日)を策定し、現在、

「営業活動」「研究開発」「組織・人材」「経営効率」「経営体質」の５領域における競争力の強化を

推進しております。この度の生産新会社の設立は、４月からの薬事法改正施行を機に、俊敏でフレキシ

ビリティのある生産体制を構築するとともに、さらなるコスト競争力の強化と独自の製造技術の維持・

向上を目指すものです。 

 生産新会社は、医薬品製造会社として、独自かつ迅速な経営判断ができる自己完結型の企業となり、

製造委受託や就労形態の多様化に対応する予定です。また、当社グループの主要な生産拠点として生産

機能を集中することによって、必要な製造技術の維持・向上とコストの削減を図っていきます。 

２ 会社分割する事業の内容 

 当社が販売する医薬品及びその原薬の製造 

３ 会社の分割の形態 

 当社を分割会社とし、新たに設立する「山口田辺製薬株式会社」を承継会社とする新設分割であり、

新会社が分割により発行する株式の総数を当社に割当てる物的分割であります。 

４ 承継会社の概要 

５ 会社分割の時期 

  平成17年10月１日(予定) 

  

当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

(1) 会社名 山口田辺製薬株式会社 

(2) 事業内容 医薬品等の製造売買及び輸出入 

(3) 設立年月日 平成17年10月１日(予定) 

(4) 本社所在地 山口県山陽小野田市大字小野田7473番地の２ 

(5)  資本金   100百万円 

(6) 資産・負債及び資本の額(平成17年３月31日現在の帳簿価額に基づく) 

  資産額 18,071百万円 

  負債額   252百万円 

  純資産額 17,819百万円 

(7) 従業員数 約380名 

(8) 大株主及び持株比率 田辺製薬株式会社 100％ 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価証
券 

その他 
有価証券 

㈱T&Dホールディングス 676,840 6,226

㈱みずほフィナンシャル
グループ 

4,775 4,598

東邦薬品㈱ 2,594,976 4,494

㈱スズケン 1,137,558 4,197

アステラス製薬㈱ 833,111 3,724

UFJ CAPITAL FINANCE 4
LIMITED 

300 3,000

㈱三菱UFJフィナンシャ
ル・グループ 

1,466 2,639

ダイセル化学工業㈱ 2,030,495 2,012

長瀬産業㈱ 1,110,684 1,757

㈱メディセオ・パルタッ
クホールディングス 

921,226 1,754

塩野義製薬㈱ 864,212 1,668

小野薬品工業㈱ 244,000 1,354

㈱山口銀行 613,333 1,126

ニプロ㈱ 583,000 1,055

大日本住友製薬㈱ 711,759 929

ロート製薬㈱ 650,000 837

㈱ほくやく 844,239 802

日本新薬㈱ 519,000 528

アルフレッサ・ホールデ
ィングス㈱ 

71,060 508

㈱ミレア・ホールディン
グス 

217 506

第十三回第十三種優先株
式(みずほ) 

500 500

㈱ケーエスケー 2,609,680 465

小計 17,022,431 44,687

その他(69銘柄) 5,131,835 3,119

計 22,154,266 47,806



【債券】 
  

  
  

【その他】 
  

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

有価証券 

満期保有目
的の債券 

山口県工業用水事業債 8 8

小計 8 8

その他 
有価証券 

投資信託 
(ドイチェマネープラス) 

2,004 2,004

コマーシャルペーパー 
(新光証券) 

2,000 1,999

第19回利付国債 1,500 1,503

第224回割引短期国債 1,500 1,501

貸付債権受益権 123 122

小計 7,127 7,131

投資有価証
券 

満期保有目
的の債券 

大和證券SMBCユーロ円債 1,000 1,000
国際復興開発銀行ユーロ円
債 

1,000 1,000

ロイヤルバンク・オブ・ス
コットランドユーロ円債 

1,000 1,000

カナダ事業開発銀行ユーロ
円債 

1,000 1,000

コモンウェルス・バンク・
オブ・オーストリアユーロ
円債 

1,000 1,000

デクシアルクセンブルグ国
際銀行ユーロ円債 

1,000 1,000

メリルリンチユーロ円債 1,000 1,000

東京海上フィナンシャルソ
リューションズユーロ円債 

1,000 1,000

みずほ証券劣後債 1,000 1,000

カリヨンユーロ円債 1,000 1,000

みずほ証券日経平均連動債 1,000 1,000

東京海上フィナンシャルソ
リューションズ日経平均連
動債 

1,000 1,000

小計 12,000 12,000

その他 
有価証券 

第219回利付国債(10年) 1,500 1,539
第32回利付国債(5年) 1,500 1,497

第22回利付国債(5年) 1,500 1,495

第25回利付国債(5年) 1,500 1,489

第230回利付国債(5年) 1,500 1,486

第35回利付国債(5年) 1,500 1,486

第40回利付国債(5年) 1,500 1,478
第49回利付国債(5年) 1,500 1,460

小計 12,000 11,932

計 31,135 31,072

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

有価証券 
その他 
有価証券 

譲渡性預金 ― 4,000

小計 ― 4,000

投資有価証
券 

その他 
有価証券 

(投資事業有限責任組合へ
の出資) 
CSK-VCバイオインキュベー
ション投資事業組合 

10 2,129

その他(２銘柄) 5 455

小計 15 2,584

計 15 6,584



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期減少額の( )内は内書きで、減損損失の計上であります。 

２ 有形固定資産の当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

３ 有形固定資産の当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 54,477 591 14,534 40,535 25,655 1,530 14,879

 構築物 4,379 234 2,103 2,510 1,769 86 740

 機械及び装置 43,155 860 24,368 19,646 16,777 1,395 2,868

 車両及びその他の 
 陸上運搬具 

335 5 179 161 144 7 17

 工具、器具及び備品 18,956 838 3,759 16,034 13,627 1,151 2,407

 土地 13,539 4 
2,250
(76)

11,293 ― ― 11,293

 建設仮勘定 676 4,323 3,799 1,200 ― ― 1,200

有形固定資産計 135,520 6,857 
50,995
(76)

91,382 57,974 4,171 33,407

無形固定資産       

 特許権 2 ― ― 2 0 0 1

 借地権 29 ― 16 13 ― ― 13

 商標権 3,663 ― ― 3,663 3,203 366 460

 ソフトウェア 8,881 550 847 8,584 6,119 1,809 2,464

 その他 135 ― 31 104 18 1 85

無形固定資産計 12,712 550 894 12,368 9,343 2,177 3,025

長期前払費用 836 204 129 911 413 140 497

建物： 旧小野田事務所 秤量原料前処理設備建設 143百万円

構築物： 加島事業所 排水管改修工事 201百万円

機械及び装置： 加島事業所 モルヒネ抽出設備 239百万円

  旧小野田事業所 秤量原料前処理設備建設 70百万円

建物： 山口田辺製薬㈱への承継資産 11,545百万円

  加島事業所 第１・11号棟解体に伴う除却 1,527百万円

  東北支店売却   605百万円

構築物： 山口田辺製薬㈱への承継資産 2,015百万円

機械及び装置： 山口田辺製薬㈱への承継資産 19,448百万円

  加島事業所 第１・11号棟解体に伴う除却 2,120百万円

  旧小野田事業所 第１号棟解体に伴う除却 492百万円

工具、器具及び備品：山口田辺製薬㈱への承継資産 1,273百万円

土地： 山口田辺製薬㈱への承継資産 960百万円

  旧物流センター売却 864百万円

  東北支店売却   343百万円



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は22,603,030株であります。 

２ 当期増加額は、ストックオプションの権利行使に伴い、自己株式を譲渡したことによるものであります。 

３ 任意積立金の当期増加額及び減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額その他は、一般債権に係る貸倒実績率の洗替えによる取崩額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 44,261 ― ― 44,261

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注) １ (株) (267,597,847) (―) (―) (267,597,847)

普通株式 (百万円) 44,261 ― ― 44,261

計 (株) (267,597,847) (―) (―) (267,597,847)

計 (百万円) 44,261 ― ― 44,261

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 48,036 ― ― 48,036

(その他資本剰余金)
自己株式処分差益 
(注) ２ 

(百万円) 89 8 ― 98

計 (百万円) 48,126 8 ― 48,134

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) 5,134 ― ― 5,134

任意積立金    

 固定資産圧縮 
 積立金(注) ３ 

(百万円) 2,132 668 221 2,579

 固定資産圧縮特別
 勘定積立金 
 (注) ３ 

(百万円) 238 ― 238 ―

 特別償却準備金 
 (注) ３ 

(百万円) 424 213 106 531

 別途積立金 
 (注) ３ 

(百万円) 83,000 10,000 ― 93,000

計 (百万円) 90,929 10,882 566 101,246

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金(注) 55 ― ― 0 55

賞与引当金 4,120 3,640 4,120 ― 3,640

返品調整引当金 314 305 314 ― 305

売上割戻引当金 361 374 361 ― 374

役員退職慰労引当金 260 54 50 ― 264

スモン訴訟健康管理手当
等引当金 

6,070 240 731 ― 5,579



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(イ)現金及び預金 

  

  

(ロ)受取手形 

(相手先別内訳) 

  

  

(期日別内訳) 

  

  

(ハ)売掛金 

  

種類 金額(百万円)

現金 13

当座預金 781

普通預金 26,641

外貨預金 1,089

預金計 28,512

合計 28,526

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円) 

中北薬品㈱ 280 その他 341

東七㈱ 252  

鍋林㈱ 173  

㈱宮崎温仙堂商店 127  

㈱オムエル 80 合計 1,256

満期日 金額(百万円)

平成18年４月 522

平成18年５月 331

平成18年６月 286

平成18年７月 102

平成18年８月以降 13

合計 1,256

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円) 

東邦薬品㈱ 11,180 その他 17,316

㈱スズケン 9,414  

㈱メディセオ・パルタックホー
ルディングス 

6,715  

アルフレッサ㈱ 4,150  

㈱ケーエスケー 3,450 合計 52,226



(売掛金の滞留状況) 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。 

  

(ニ)たな卸資産 
  

  

② 固定資産 

(イ)前払年金費用 
  

  

③ 流動負債 

(イ)買掛金 
  

  

(3) 【その他】 

米国におけるビタミンバルク販売に関し反トラスト法・競争法違反を理由として提訴されている民事訴訟につき

ましては、一部の原告と和解が成立しておりますが、引き続き係争中であります。 

期首売掛金残高(百万円) 54,070 
回収率(％)：

当期回収高

期首売掛金残高＋当期売上高
76.8

当期売上高(百万円) 171,265 

当期回収高(百万円) 173,109 
滞留期間(日)：
  
(期首売掛金残高＋期末売掛金残高)／２

×365 
当期売上高

113

期末売掛金残高(百万円) 52,226 

科目 金額(百万円) 内訳

商品 8,513 医薬品 6,694 その他 1,819

製品 2,032 医薬品 1,951 その他 81

半製品 1,434 医薬品 1,432 その他 1

原材料 2,200 原料 2,119 包装材料 80

仕掛品 136 医薬品 136  

合計 14,317  

区分 金額(百万円) 

退職給付債務 △88,695 

年金資産 96,061 

未認識数理計算上の差異 519 

退職給付引当金 10,870 

合計 18,756 

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円) 

山口田辺製薬㈱ 2,996 その他 7,269

(財)阪大微生物病研究会 2,120  

テルモ㈱ 1,413  

セントコア社 1,035  

メルク㈱ 578 合計 15,415



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成18年６月27日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、公告の方法は次のとおりとなりました。 

「当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることが

できない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。」 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、 
100株未満株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 本店及び全国支店
野村證券株式会社 本店及び全国支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 1枚につき100円に印紙税相当額を加算した額

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社 本店及び全国支店
野村證券株式会社 本店及び全国支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞(注) 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第101期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 (第102期中) 
  
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

  平成17年12月16日関東財務局長に提出 

(3) 
  
自己株券買付状況 
報告書 

  
  
自 平成17年３月１日 
至 平成17年３月31日 

 平成17年４月８日 

      
  
自 平成17年４月１日 
至 平成17年４月30日 

 平成17年５月13日 

      
  
自 平成17年５月１日 
至 平成17年５月31日 

  平成17年６月７日 

      
  
自 平成17年６月１日 
至 平成17年６月29日 

  平成17年７月５日 

      
  
自 平成17年12月21日 
至 平成17年12月31日 

  平成18年１月13日 

      
  
自 平成18年１月１日 
至 平成18年１月31日 

  平成18年２月３日 

      
  
自 平成18年２月１日 
至 平成18年２月28日 

  平成18年３月３日 

      
  
自 平成18年３月１日 
至 平成18年３月31日 

  平成18年４月18日 

      
  
自 平成18年４月１日 
至 平成18年４月30日 

  平成18年５月９日 

      
  
自 平成18年５月１日 
至 平成18年５月31日 

  平成18年６月７日関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

田辺製薬株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺

製薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

田辺製薬株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本     稔  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  井  一  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有

価証券報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月27日

田辺製薬株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺

製薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

田辺製薬株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  牧     美 喜 男  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  井  一  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有

価証券報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

田辺製薬株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺

製薬株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第101期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、田辺

製薬株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年５月12日開催の取締役会において、平成17年10月１日を

もって会社の小野田工場を会社分割し、「山口田辺製薬株式会社」を新たに設立することに関する会社分割計画書を

決定し、平成17年６月29日開催の第101回定時株主総会の承認を受けた。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本     稔  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  井  一  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有

価証券報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月27日

田辺製薬株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺

製薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第102期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、田辺

製薬株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  牧     美 喜 男  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  新  井  一  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有

価証券報告書提出会社)が別途保管しております。 
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